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序章 計画策定の目的と位置付け 

 

序―１ 計画策定の目的 
住宅政策全般に対する基本的な方向を示した「住生活基本法」[平成 18 年（2006 年）6 月施行]に基

づき、国の住生活基本計画[平成 18 年（2006 年）9 月策定、平成 23 年（2011 年）3 月見直し、平成

28 年（2016 年）3 月見直し]と北海道住生活基本計画[平成 19 年（2007 年）2 月策定、平成 24 年

（2012 年）3 月見直し、平成 29 年（2017 年）3 月見直し]が策定されており、社会環境の変化に応じて 5

年ごとに見直しされています。各市町村においてはこの計画に基づき、個別に「住生活基本計画」を策定

し、住宅施策を展開することとなっています。 

東川町においては、上記に基づき、平成 25 年（2013 年）3 月に「第 2 期東川町住生活基本計画」の

策定を行い、町民、関連事業者、行政が目指す住宅・住環境づくりの方向性を示すとともに、持ち家や公

的賃貸住宅、民間アパート・マンション等様々な住宅を対象として、各種住宅施策の展開を図り、その実

現に努めてきました。 

さらに、平成 27 年（2015 年）には、「まち・ひと・しごと創生法」に基づいた「写真文化首都東川町まち・

ひと・しごと創生地方人口ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、めざす将来の東川

町を「多くの人が集い、誰もが生き生きと暮らす文化あふれる写真文化首都の創造」とし、その実現に向

け着実な地域づくりを進めていくものとしています。 

これらの上位計画・関連計画の位置づけ、社会環境の変化を踏まえ、人口減少・少子高齢社会におけ

る東川町の住宅施策・住環境施策の課題を整理し、総合的、一体的な施策の展開を実現することを目

的として、「第 3 期東川町住生活基本計画」を策定するものとします。 
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序－２ 計画の位置づけ 
本計画は、国および北海道の住生活基本計画を踏まえて、総合計画であるプライムタウンづくり計画

21-Ⅲ及びその他福祉・まちづくり等の上位・関連計画との連携や整合を図りながら、住宅施策を軸に、

住みやすい東川町を実現するための総合的な環境整備を推進することを目指します。 

 

【本計画の位置づけ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

序－３ 計画期間 
第 3 期住生活基本計画の計画期間は平成 30 年度（2018 年度）から平成 39 年度（2027 年度）まで

の 10 年間とします。なお、社会・経済情勢の変化や国や北海道の動向、また施策の進捗や効果等を踏

まえ、適宜見直しを行うものとします。 

  

 

 

東川町景観計画 [計画期間なし] 
 

東川町耐震改修促進計画 [平成 20 年度（2008 年度）～平成 29 年度（2017 年度）] 
 

写真文化首都「写真の町」東川町 公共施設等総合管理計画 

[平成 29 年度（2017 年度）～平成 58 年度（2046 年度）] 
 

東川町高齢者福祉計画  [計画期間：平成 24 年度（2012 年度）～平成 26 年度（2014 年度）] 

                                 

住生活基本法 [平成 18 年度(2006 年度)] 

第 3 期東川町 

住生活基本計画 

＜東川町の関連計画＞ 

踏まえる 

連携・整合 

＜総合的な住環境施策＞ ＜公的賃貸住宅施策を担う部門別計画＞ 

 第 2 期公営住宅等 

長寿命化計画 

住生活基本計画（全国計画） 

[平成 28 年度(2016 年度) 
～ 平成 37 年度（2025 年度）] 

北海道住生活基本計画 

[平成 28 年度(2016 年度) 
～ 平成 37 年度（2025 年度）] 

＜国や北海道の計画＞ 

プライムタウンづくり計画 21-Ⅲ 

※平成 30 年度（2018 年度）に見直し予定 

[平成 27 年度(2015 年度) 
～ 平成 31 年度（2019 年度）] 

＜東川町の上位計画＞ 
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第１章  東川町の住環境を取り巻く現況 

 

１－１ 東川町の位置と地勢 
（１）東川町の概要 

東川町は北海道のほぼ中心に位置しており、旭川市、東神楽町、美瑛町、上川町と隣接しています。

旭川市中心部と 13km(車で 22 分)、旭川空港と 7km(車で 13 分)と至便の位置にあるとともに、東には大

雪山自然公園を有し、南には忠別川が流れるみどり豊かなまちです。 

東川町は、北海道で唯一の上水道がない地域であり、水道水は大雪山由来の地下水です。1985 年

（昭和 60 年）に写真の町宣言を行い、“写真映りのよい”町の創造を目指すとともに、毎年東川町国際写

真フェスティバルや写真甲子園等のイベントを開催しています。2014 年（平成 26 年）には新たに「写真文

化首都」を宣言し、写真文化の中心地として「世界中の写真、人々、そして笑顔に溢れるまちづくり」に取り

組んでいます。 
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図 1 東川町の位置図 
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（２）東川町の地域自治振興区 

東川町では 56 つの行政区と 5 つの自治振興会が構成されていましたが、地域の高齢化に対応し、コミ

ュニティ強化を図るため、2016 年度（平成 28 年度）より行政区という呼称を廃止するとともに、「中央地

域自治振興区」「西部地域自治振興区」「第一地域自治振興区」「第二地域自治振興区」「第三地域自

治振興区」の 5 つの地域自治振興区に再編しました。 

また、景観計画においても地域ごとの風景づくりの方針を定めており、地域自治振興区との対応は下図

のようになっています。 

※本計画では、東川町地域自治振興区の設置に関する条例第 4条に定める地域自治振興区を基本として記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東川町景観計画リーフレット  
図 3東川町景観計画における地域区分図 

図 2東川町の地域自治振興区 



5 

１－２ 東川町の現況 
（１）人口と世帯 

①人口・世帯数の推移と人口の推計 

1970 年（昭和 45 年）以降の本町の人口をみると、1995 年（平成 7 年）の 7,211 人まで減少傾向に

ありましたが、その後増加傾向に転じ、2015 年（平成 27 年）では 8,111 人（1995 年（平成 7 年）比 12％

増）となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所による将来推計では、2010 年（平成 22 年）国勢調査を基に推計し

ており、2015 年（平成 27 年）から人口減少に転じ、2040 年は 6,636 人と予測しています。しかしながら、

2015 年（平成 27 年）は 8,111 人と人口増加が続いており、就農者の UIJ ターン支援や外国人の就学支

援等の移住・定住政策の効果が見られます。 

こうした状況を受け、本町の人口ビジョンでは、今後も緩やかに人口増加すると予測し、将来的には緩

やかに人口減少に転じて、2020 年には 8,067 人、2060 年には 7,893 人を見込んでおり、人口 8,000

人前後を維持できるよう、社会増・自然増に対する施策を積極的に取り組むとしています。 

世帯数については、増加傾向にあり、1995 年（平成 7 年）では 2,380 世帯、2015 年（平成 27 年）で

は 3,148 世帯と 20 年間で 1.3 倍となっています。1 世帯あたりの平均人員は 2005 年（平成 17 年）頃ま

では減少傾向でしたが、近年は 2.6 人前後で横ばい傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」（国勢調査実績値）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（社人研推

計値）、東川町「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」（人口ビジョン目標値） 

※国立社会保障・人口問題研究所による推計値は 2010年（平成 22年）国勢調査に基づいたものである。 

  

図 4人口・世帯数の推移と将来推計 
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2000 年（平成 12 年）以降の東川町に居住する外国人人口をみると、2000 年（平成 12 年）に 3 人だ

った居住人口が、2015 年（平成 27 年）には 211 人となり、15 年間で約 200 人増加しています。 

その要因としては、1985 年（昭和 60 年）に東川町が「写真の町宣言」をし、世界に開かれたまちづくり

の創造を目指していることが考えられます。東川町内に立地する学校法人北工学園旭川福祉専門学校

の協力を得て、2009 年（平成 21 年）より「東川町短期日本語・日本語文化研修事業」を開始し、また同

学校は 2014 年（平成 26 年）に日本語専門学科を開設しました。同じく 2014 年（平成 26 年）には、国

際交流会館が整備されるとともに、2015 年（平成 27 年）には公立初となる日本語学校が開設されました。

このような取り組みを受けて、東川町で外国人人口が急増してるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

 

 

 

 

  

図 5 外国人人口 
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②年齢階層別の人口の推移と将来推計 

本町では、老年人口は増加傾向にあり、1995 年（平成 7 年）の 1,526 人と比較して、2015 年（平成

27 年）には 2,603 人と 1,077 人増加し、高齢化率は 21.2％から 32.1％と 20 年間で 10％以上増加し

ています。人口ビジョンに基づく将来推計によると、2035 年には 33.6％、2060 年には 35.4％に増加する

と推計しており、長期的には今後も高齢化が進むと予測しています。 

生産年齢人口は減少傾向にあり、1995 年（平成 7 年）で 4,718 人でしたが、2015 年（平成 27 年）は

4,450人と268人減少しています。人口ビジョンに基づく将来推計によると、2035年には4,286人、2060

年には 4,010 人まで減少すると予測しています。 

年少人口は 1995 年（平成 7 年）まで減少傾向にありましたが、その後 1,000 人強で推移し、2015 年

（平成 27 年）では 1,057 人となっています。人口ビジョンに基づく将来推計によると、2035 年には 1,152

人、2060 年には 1,087 人と、今後も 1,000 人強で推移すると予測しています。 

 

※年少人口は 15歳未満、生産年齢人口は 15～64歳、老年人口は 65歳以上の人口を指します。高齢化率は人口のう

ち、老年人口が占める割合を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 年齢階層別人口の推移と将来推計 

資料：総務省「国勢調査」、東川町「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」  

図 6 年齢階層別人口の推移と将来推計 

1,896 1,679 1,632 1,413 1,167 967 1,032 1,032 1,070 1,057 1,034 1,070 1,108 1,152 1,136 1,131 1,123 1,105 1,087

5,658
5,135 5,189 5,185

4,925
4,718 4,863 4,709 4,592 4,450 4,379 4,354 4,352 4,286 4,171 4,117 4,077 3,941 4,010

650

802 953 1,162
1,326

1,526
1,776 1,960 2,197 2,603 2,654 2,703 2,709 2,751 2,865 2,885 2,860 2,927 2,795

8,204
7,616 7,774 7,760

7,418 7,211
7,671 7,701 7,859 8,111 8,067 8,128 8,169 8,189 8,172 8,133 8,060 7,972 7,893

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

1970年

（S45）
1975年

（S50）
1980年

（S55）
1985年

（S60）
1990年

（H2）
1995年

（H7）
2000年

（H12）
2005年

（H17）
2010年

（H22）
2015年

（H27）
2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 総人口（不詳含む）

人口ビジョンに基づく推計値（人）

23.1% 22.0% 21.0% 18.2% 15.7% 13.4% 13.5% 13.4% 13.6% 13.0% 12.8% 13.2% 13.6% 14.1% 13.9% 13.9% 13.9% 13.9% 13.8%

69.0% 67.4% 66.7% 66.8% 66.4%
65.4% 63.4% 61.1% 58.4% 54.9% 54.3% 53.6% 53.3% 52.3% 51.0% 50.6% 50.6% 49.4% 50.8%

7.9% 10.5% 12.3% 15.0% 17.9% 21.2% 23.2% 25.5% 28.0% 32.1% 32.9% 33.3% 33.2% 33.6% 35.1% 35.5% 35.5% 36.7% 35.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1970年

（S45）
1975年

（S50）
1980年

（S55）
1985年

（S60）
1990年

（H2）
1995年

（H7）
2000年

（H12）
2005年

（H17）
2010年

（H22）
2015年

（H27）
2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

人口ビジョンに基づく推計値



8 

③5 歳階級別の人口構成の推移と将来推計 

5 歳階級別の人口の推移および将来推計をみると、1995 年（平成 7 年）に 45～49歳であった団塊世

代が 2015 年（平成 27 年）には 65～69 歳となり、高齢化を迎えています。さらに 2025 年には団塊世代

が 75 歳以上となり、後期高齢者が増加すると推計されています。 

0～4 歳までの人口は 2035 年にかけ、62 人増えると予測されており、乳幼児が増加する見込みです。

また、0～4 歳以外の年少人口、35 歳頃までの若者世代の人口は、2015 年（平成 27 年）と大きく変わら

ないと予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」、東川町「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」 
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図 7 5歳階級別人口構成の推移と将来推計 
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④一般世帯における世帯構造の推移 

1 人世帯および 2 人世帯が増加傾向であり、それぞれの世帯数は 1995 年（平成 7 年）から 2015 年

（平成 27 年）で 2.2 倍、1.6 倍に増加しています。また、1995 年（平成 7 年）では 1 人世帯と 2 人世帯の

合計の割合は 46.5％でしたが、2015 年（平成 27 年）には 61.2％と半分以上を占めており、世帯規模が

縮小しています。 

3 人世帯は概ね微増傾向にあり、4 人世帯は増減を繰り返し概ね横ばい傾向、5 人世帯は減少傾向に

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」  

374 522 695 710 826

694
808

987 1,027
1,091437

532

557 540
567

403

434

423 463
432

198

174

158 146
159

192

153

101 79
57

2,298

2,623

2,921 2,965
3,132

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1995年

（H7）
2000年

（H12）
2005年

（H17）
2010年

（H22）
2015年

（H27）

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯

5人世帯 6人以上世帯 合計

（世帯）

16.3% 19.9% 23.8% 23.9% 26.4%

30.2%
30.8%

33.8% 34.6% 34.8%

19.0%
20.3%

19.1% 18.2% 18.1%
17.5%

16.5%
14.5% 15.6% 13.8%8.6%

6.6% 5.4% 4.9% 5.1%8.4% 5.8%
3.4% 2.6% 1.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1995年

（H7）
2000年

（H12）
2005年

（H17）
2010年

（H22）
2015年

（H27）

1人世帯 2人世帯 3人世帯

4人世帯 5人世帯 6人以上世帯

図 8 世帯人員別一般世帯割合 



10 

⑤地域自治振興区別の人口および世帯数推移 

ア）全町人口・世帯数に占める割合 

地域自治振興区別にみた人口構成は、2000 年（平成 12 年）から 2015 年（平成 27 年）まで概ね一

定であり、全町人口のうち、中央地域自治振興区に 50％強、西部地域自治振興区に 25％弱、第一地

域自治振興区に 7～9％、第二地域自治振興区に 9～10％、第三地域自治振興区に 6～7％の人口が

居住しています。 

一般世帯数に関しても、2000 年（平成 12 年）から 2015 年（平成 27 年）まで概ね一定の傾向がみら

れます。全町の一般世帯のうち、中央地域自治振興区に 50％強、西部地域自治振興区に 20％前後、

第一地域自治振興区に 7～8％、第二地域自治振興区に 9％～10％、第三地域自治振興区に 8～

11％の世帯が居住しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

※国勢調査（小地域推計）では、人口の少ない西町 12丁目および北町 10丁目、11丁目を秘匿地域として他地区に合算

して集計している。そのため、ここでは、第一地域自治振興区である西町 12丁目は西部地域自治振興区、西部地域自

治振興区である北町 10丁目および 11丁目は第一地域自治振興区に合算されている。また、東倉沼区の一部は中央地域

自治振興区となっているが、国勢調査（小地域推計）では東倉沼区として 1つの区域として扱われているため、全域を

第二地域自治振興区として集計している。  

図 9地域自治振興区別人口の推移 

図 10地域自治振興区別一般世帯数の推移 
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イ）年齢階層別人口割合および世帯構造割合の地域自治振興区における比較 

2015 年（平成 27 年）の年齢階層別の人口割合を地域自治振興区別にみると、地域自治振興区ごと

に年齢階層が異なっている状況にあります。特に、第一地域自治振興区は、他の自治振興区と比較して、

高齢化率が 42.2％と高くなっており、次いで第二地域自治振興区の高齢化率が 37.5％となっています。

また、第三地域自治振興区は年少人口割合が 8.0％と最も低くなっています。 

また、2015 年（平成 27 年）の世帯人員別の一般世帯割合を地域自治振興区別にみると、第三地域

自治振興区を除いた地域自治振興区は 1 人世帯と 2 人世帯割合の合計が 6 割前後となっています。

第三地域自治振興区は 1 人世帯と 2 人世帯割合の合計が 79.6％となっており、他の地域自治振興区と

比較すると、世帯規模が小さい傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

 

図 12 2015年（平成 27年）の地域自治振興区別の世帯構造の割合 
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Figure 1 図 11 2015年（平成 27年）の地域自治振興区別の年齢階層別人口の割合 
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ウ）地域自治振興区別の年齢階層別人口および世帯構造の推移 

【中央地域自治振興区】 

中央地域自治振興区の人口は、2000 年（平成 12 年）

の 4,112 人から 2005 年（平成 17 年）の 3,893 人まで減

少しましたが、その後増加傾向となり、2015 年（平成 27 年）

では 4,164 人となり、2000 年（平成 12 年）と同程度まで回

復しています。 

一方、高齢化が進行しており、高齢化率は 2000 年（平

成 12 年）は 20.0％、2015 年（平成 27 年）は 27.8％とな

っています。15～64 歳の生産年齢人口は減少傾向にあり、

2000 年（平成 12 年）で 2,711 人、2015 年（平成 27 年）には 2,420 人となっています。15 歳未満の年

少人口は、2000年（平成12年）から2005年（平成17年）にかけて減少しましたが、その後増加に転じ、

2015 年（平成 27 年）には 586 人と 2000 年（平成 12 年）と同程度まで回復しています。 

また、一般世帯数は 2000 年（平成 12 年）の 1,399 世帯から 2015 年（平成 27 年）の 1,650 世帯ま

で増加傾向にあります。そのうち、1 人世帯および 2 人世帯数は増加傾向にあるとともに、1 人世帯および

2 人世帯数の割合の合計は 2000 年（平成 12 年）では 49.3％、2015 年（平成 27 年）で 61.5％となっ

ています。 
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図 13 中央地域自治振興区の人口の推移 

図 14 中央地域自治振興区の一般世帯数の推移 
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【西部地域自治振興区】 

西部地域自治振興区は、2000 年（平成 12 年）の

1,576 人から 2005 年（平成 17 年）の 1,927 人にかけ、

人口が大幅に増加し、その後もゆるやかな増加傾向にある

地区です。 

高齢化が進んでいる地区であり、高齢化率は 2000 年

（平成 12 年）で 24.8％、2015 年（平成 27 年）で 35.2％

となっています。生産年齢人口は 2000 年（平成 12 年）の

950 人から 2005 年（平成 17 年）の 1,111 人にかけて増

加しましたが、その後はゆるやかな減少傾向にあり、2015 年（平成 27 年）では 1,054 人となっています。

年少人口は 2000 年（平成 12 年）の 235 人から 2005 年（平成 17 年）の 312 人に増加しましたが、そ

の後は減少傾向にあり、2015 年（平成 27 年）では 266 人となっています。 

また、一般世帯数は 2000 年（平成 12 年）の 492 世帯から 2005 年（平成 17 年）には 694 世帯に

大幅に増加しましたが、その後減少し、2015 年（平成 27 年）では 674 世帯となっています。1 人世帯お

よび 2 人世帯数は増減を繰り返しており、割合としては、2015 年（平成 27 年）では 54.2％となっていま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」  
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図 15 西部地域自治振興区の人口の推移 

図 16 西部地域自治振興区の一般世帯数の推移 
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【第一地域自治振興区】 

第一地域自治振興区の人口は、2000 年（平成 12 年）

の 664 人から 2010 年（平成 22 年）には 595 人まで減少

傾向にありましたが、2015 年（平成 27 年）に微増し、604

人となっています。 

急激に高齢化が進んでいる地区であり、高齢化率は

2010 年（平成 22 年）で 33.6％、2015 年（平成 27 年）

には 8.6％増の 42.2％となっています。生産年齢人口と年

少人口はともに減少傾向にあり、2015 年（平成 27 年）に

はそれぞれ 288 人（2000 年（平成 12 年）では 381 人）、61 人（2000 年（平成 12 年）では 94 人）とな

っています。 

一般世帯数は 2000 年（平成 12 年）では 206 世帯でしたが、2015 年（平成 27 年）には 227 世帯と

なり、概ね微増傾向にあります。1 人世帯および 2 人世帯数は増加傾向にあり、その割合の合計は 2000

年（平成 12 年）では 47.1％、2015 年（平成 27 年）では 61.2％となっています。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」  
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図 17 第一地域自治振興区の人口の推移 

図 18 第一地域自治振興区の一般世帯数の推移 
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【第二地域自治振興区】 

第二地域自治振興区の人口は、2000 年（平成 12 年）の

789 人から、2010 年（平成 22 年）には 723 人となり、減少

傾向にありましたが、2015 年（平成 27 年）には 782 人と、

2000 年（平成 12 年）と同程度まで回復しました。 

高齢化が進行している地区であり、高齢化率は 2000 年

（平成 12 年）で 29.8％、2015 年（平成 27 年）で 37.5％と

なっています。生産年齢人口は 2000 年（平成 12 年）では

468 人でしたが、2015 年（平成 27年）には 387 人まで減少

しています。一方、年少人口は、2010年（平成22年）まで85人前後で推移していましたが、2015年（平

成 27 年）に 102 人に増加しました。 

一般世帯数は 2000 年（平成 12 年）の 248 世帯から 2015 年（平成 27 年）の 297 世帯まで増加傾

向にあります。そのうち、1 人および 2 人世帯数は増加傾向にあり、その割合の合計は 2000 年（平成 12

年）で 45.2％、2015 年（平成 27 年）で 58.2％となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 
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図 19 第二地域自治振興区の人口の推移 

図 20 第二地域自治振興区の一般世帯数の推移 
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【第三地域自治振興区】 

第三地域自治振興区の人口は、増減を繰り返し、2015

年（平成 27 年）には 525 人（2000 年（平成 12 年）の 530

人と同程度）となっています。 

高齢化が進行している地区であり、高齢化率は 2000 年

（平成 12 年）で 26.4％、2015 年（平成 27 年）で 34.7％と

なっています。生産年齢人口は、2000 年（平成 12 年）の

353 人から概ね減少傾向にあり、2015 年（平成 27 年）で

は 301 人となっています。年少人口は 2010 年（平成 22

年）まで増加傾向にありましたが、2015 年（平成 27 年）には減少し、42 人となっています。 

一般世帯数は 2005 年（平成 17 年）に 252 世帯と減少しましたが、その他の年は 280 世帯前後と概

ね横ばいです。世帯人員別の割合をみると、2000 年（平成 12 年）以降大きな変化はありませんが、1 人

および2人世帯の割合は80％弱であり、他の地域自治振興区と比較して世帯の小規模化が顕著な地区

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（小地域集計）」  
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図 21 第三地域自治振興区の人口の推移 

図 22 第三地域自治振興区の一般世帯数の推移 
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⑥人口動態 

1960 年（昭和 35 年）以降の出生数・死亡数をみると、本町における出生数は減少傾向、死亡数は増

加傾向となっています。そのため1990年代前半までは自然増加でしたが、以降は自然減少に転じていま

す。2014 年（平成 26 年）には出生数が 46 人、死亡数は 103 人であり、合計 57 人の自然減少となって

います。 

 一方、転入数と転出数をみると、転入数は 1990 年半ばから増加傾向、転出数は 1980 年代から横

ばい傾向にあります。そのため、1995 年（平成 7 年）より転入数が転出数を上回っており、2014 年（平成

26 年）では転入数 472 人、転出数 360 人、合計 112 人の社会増加となっています。本町では自然減

少よりも社会増加のほうが大きいため、人口が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 出生数と自然数の推移 

資料：東川町「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

資料：東川町「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」 

図 23 出生数と死亡数の推移 

図 24 転入数と転出数の推移 
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⑦近年の転入・転出の状況 

2010 年（平成 22 年）から 2015 年（平成 27 年）の 5 年間の人口の転入・転出の状況をみると、転入

者数が転出者数を 722 人上回り、社会増加となっています。 

特に 25 歳～44 歳の子育て世代の転入が多く、それに伴って 0～14 歳の年少人口の流入も多くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

 

 

 

 

 

  

53
61

28
15

6

90

114
121

61

28

3

18
26

0

20
14 18

46

0

20

40

60

80

100

120

140

0～

4歳

5～

9歳

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

総転入者ー総転出者：+722人（人）

図 25 2010年～2015年の転入転出の状況（転入者数―転出者数） 
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⑧児童生徒数・園児数の推移 

本町が有する小学校・中学校・高等学校の児童数・生徒数の合計は、2007 年度（平成 19 年度）では

906 人でしたが、2012 年度（平成 24 年度）には 941 人と微増しました。その後は微減傾向にあり、2016

年度（平成 28 年度）で 912 人となっています。 

また、幼児センターにおける園児数は、2007 年度（平成 19 年度）では 215 人でしたが、その後増加し、

近年は 260 人前後で推移しています。その内訳をみると、2007 年度（平成 19 年度）では、長時間型（0

～5 歳児、保育時間 11 時間）と短時間型（3～5 歳児、保育時間 5 時間）の園児数は同程度でしたが、

その後長時間型の園児数が増加し、2016 年度（平成 28 年度）では、全体の 72％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 児童数、生徒数推移 

資料：文部科学省「学校基本調査」 
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資料：東川町調べ 
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図 26 児童数・生徒数の推移 

図 27 幼児センターにおける園児数の推移 
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⑨小学校別児童数の推移 

本町の 4 つの小学校に通う児童の割合をみると、2007 年度（平成 19 年度）以降その傾向は大きな変

化がなく、80％前後が東川小学校、5～7％が東川第一小学校、8～11％が東川第二小学校、4～6％

が東川第三小学校に通学しています。 

それぞれの小学校の児童数をみると、東川小学校、東川第一小学校は概ね横ばい傾向で、それぞれ

350 人前後、25 人前後で推移しています。一方、東川第二小学校は 2011 年度（平成 23 年度）の 36

人まで減少傾向でしたが、その後は微増傾向にあり、2016 年度（平成 28 年度）には 47 人となっていま

す。東川第三小学校は 2007 年度（平成 19 年度）の 18 人から 2011 年度（平成 23 年度）の 28 人ま

で増加傾向でしたが、その後は微減傾向にあり、2016 年度（平成 28 年度）には 22 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

資料：北海道教育委員会「北海道の学校一覧」 

図 28 小学校別児童数の推移 
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（２）産業 

①産業別の就業者数の推移 

本町の就業者数は 2000 年（平成 12 年）の 4,183 人から 2010 年（平成 22 年）の 3,775 人まで減

少傾向にありましたが、2015 年（平成 27 年）では増加し、3,923 人となっています。 

第 1 次産業就業者数は減少傾向にあり、1995 年（平成 7 年）の 1,194 人から 2015 年（平成 27 年）

の 817 人と 32％減少しています。しかし、2015 年（平成 27 年）の第 1 次産業就業者割合 20.8％は、

全道平均 7.0％と比較すると高い割合を占めています。 

第 2 次産業就業者についても、1995 年（平成 7 年）では 1,026 人でしたが、2015 年（平成 27 年）に

は 663 人と減少傾向です。一方、第 3 次産業就業者数は、1995 年（平成 7 年）の 1,876 人から 2015

年（平成 27 年）には 2,387 人と増加傾向であり、2015 年（平成 27 年）の第 3 次産業就業者割合は

60.8％と高い割合を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査」  
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また、2015 年（平成 27 年）の産業大分類別就業者数をみると、農業,林業の就業者数が最も多く 817

人となっており、次いで、医療,福祉が 463 人、卸売業,小売業が 434 人となっています。 

2005 年（平成 17 年）から 2015 年（平成 27 年）の就業者数の推移をみると、最も増加数が大きい産

業は医療,福祉で 211 人増加、次いで教育,学習支援業で 88 人増加となっています。一方、最も減少数

が大きい産業は、建設業で 216 人減少、次いで農業,林業で 71 人減少となっています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

※平成 27年国勢調査における産業分類とは、日本標準産業分類を基に編集したものであり、

大分類は 20分類、大分類を細分化した中分類は 82分類である。  

図 30 産業大分類別就業者数の推移 
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②産業別の売上高 

2012 年（平成 24 年）の東川町における産業中分類別の売上高をみると、木材・木製品製造業が最も

大きく 32.4 億円、次いで家具・装備品製造業が 25.7 億円、農業が 3 番目に大きく 19.3 億円となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：経済産業省、内閣官房「地域経済分析システム（RESAS）」 

 

※上記は、総務省・経済産業省「平成 24年経済センサス－活動調査」再編加工をしたものである。図中の

四角の大きさと売上高は比例している。 

※平成 24年度経済センサスにおける産業分類とは、日本標準産業分類に基づいて分類されたものであり、

大分類は 18分類、大分類を細分化した中分類は 95分類（ただし格付不能を除く）である。 

 

  

図 31 2012年（平成 24年）の東川町における売上高 
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地「不詳」で、当地に常住している者（44人）を含む。

他の市町に住み

東川町で働く

1,527

③東川町の通勤・通学の状況 

2015 年（平成 27 年）において、東川町に住む就業者数は 3,923 人、東川町で働く就業者数は 3,945

人とほぼ同程度となっています。そのうち町内に住み町内で働く就業者数は 2,307 人で、それぞれ

58.8％、58.5％と約 6 割を占めています。他市町に住み町内で働く就業者数 1,594 人のうち、旭川市は

1,355 人と 85.0％を占め、同様に、町内に住み他市町で働く就業者数 1,577 人のうち、旭川市は 1,282

人と 81.3％を占め、東川町は旭川市と密接な関係にあります。旭川市との流出入の状況をみると、旭川

市から東川町への通勤（流入）が1,355人、町内から旭川市への通勤（流出）が1,282人と、流入が流出

を 73 人上回っている状況にあります。 

2010 年（平成 22 年）と比較すると、町内で働く就業者数および町内に住む就業者数はともに増加して

おり、町内で働く就業者数が3,814人から3,945人と3.4％、町内に住む就業者数は3,775人から3,923

人と 3.9%増加しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」  

2015 年：通勤 

2010 年：通勤 

図 32 通勤の状況 
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通学者に関しては、2015 年（平成 27 年）における、東川町に通学する通学者数は 527 人、東川町に

住む通学者数は 497 人となっています。町内に住み町内に通学する通学者数は 280 人で、それぞれ

53.1％、56.3％と半数以上を占めています。通学者に関しても、旭川市と密接な関係があり、他市町に

住み町内へ通学する 242 人のうち、旭川市は 192 人と 79.3％を占め、同様に、町内に住み他市町に通

学する 212 人のうち、旭川市は 190 人と 89.6％を占めています。 

2010 年（平成22 年）と比較すると、東川町に住み他市町へ通学している通学者数は 236 人から 212

人に減少し、同様に他市町に住み町内に通学している通学者が 325 人から 242 人に減少していますが、

町内に住み町内に通学する人が 198 人から 280 人と増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」  
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※1：「東川町に通学する通学者数（525人）」には、

通学地「不詳」で、当地に常住している者（2人）を

含む。

2015 年：通学 

2010 年：通学 
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通学地「不詳・外国」で当地に常住している者（5
人）を含む。

※2：「東川町に住む通学者数（497人）」には、

通学地「不詳」（5人）を含む。

図 33 通学の状況 
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④観光業 

ア）観光資源 

東川町の農村部や山間部では、旭岳温泉や天人峡温泉、旭岳、キャンモアスキービレッジ、キトウシ森

林公園家族旅行村等などの自然体験ができる場や、クラフト街道をはじめとする木製品や陶芸にふれる

ことができる場、こだわりの食材を使用した飲食店など多様な観光資源を有しており、宿泊施設も整備さ

れています。 

一方、市街地では道草館や文化芸術交流センター等の観光資源が立地しているとともに、飲食店など

も多く立地しています。また、ひがしかわどんとこいまつりや写真甲子園などの多くのイベントが開かれてい

ます。宿泊施設については、民間公共あわせて数件立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ひがしかわロードマップ（一般社団法人 ひがしかわ観光協会） 

 

 

 

  

図 34 図 東川町全体の観光資源 



28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：一般社団法人 ひがしかわ観光協会  

図 35 東川町の郊外の飲食店 
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資料：一般社団法人 ひがしかわ観光協会 

図 36 東川町の市街地の飲食店 
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表 1 市街地での代表的なイベント 

  

 概要 開催時期 会場 

ひがしかわ  

どんとこいまつり 

東川町の夏を代表するイベントです。約 2

千発の大花火大会が開催され、また道草館

から羽衣公園までの道が歩行者天国となり、

露店が並びます。さらに多数のステージイベ

ントが開催される等、楽しいイベントが盛りだく

さんです。 

（1988 年より開催） 

7 月下旬 羽衣公園付近 

写真甲子園 全国の高等学校の写真部やサークルから

選抜された高校生が、東川町や近隣地域を

舞台に、テーマに沿った写真の撮影を行い、

写真の技術を競い合って優勝校を決定する

イベントです。 

（1994 年より開催） 

7 月下旬 メイン会場は

農村環境改善

センター 

国際高校生写真

フェスティバル 

東川町と交流のある国・地域より選抜され

た海外の高校生と日本から選抜された高校

生が交流を広げるフェスティバルです。参加

校は写真甲子園のように東川町周辺で撮影

を行い、優秀作品は審査員により表彰等が

行われます。 

（2015 年より開催） 

7 月下旬から 

8 月上旬 

主会場は東川

町文化芸術交

流センター 

東川町国際写真

フェスティバル 

（フォトフェスタ） 

「写真の町東川賞」の授賞式をメインとし、

受賞作家作品展やシンポジウム等、写真に

関連する様々なイベントが開かれます。 

芸術としての写真から大衆的な写真とのか

かわりまで、幅広いプログラムで写真文化の

魅力を伝えるイベントです。 

（1985 年より開催） 

7 月下旬 農村環境改善

センター、文化

ギャラリー等 

ひがしかわ  

氷まつり 

雪 を活 用 した冬 の祭典 です。氷 彫刻

や大 雪 像、アイスキャンドル、ライトアップ

は冬 の空 間 を演 出します。その他 にも、

雪 上 綱 引 き大 会 や真 冬 の花 火 大会 も

開 催 されます。 

（1974 年より開 催 ） 

1 月中旬 羽衣公園 
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イ）観光入込客数 

東川町での観光入込客数は、2006 年度（平成 18 年度）の 92 万人から、2008 年度（平成 20 年度）

の 84 万人まで減少したものの、その後増加傾向となり、2013 年度（平成 25 年度）では 100 万人を突破

しました。その後、2015 年度（平成 27 年度）に急激に増加し、134 万人となっています。 

近年の入込客数の傾向をみると、道内客が全入込客数の 8 割前後、日帰客が 8 割～9割程度を占め

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道「北海道観光入込客数調査」 

 

  

342 319 263 278 188 182 196 224 230 247

580 550 575 631 769 767 777 799 829

1,095

922
869 838

908 957 948 973
1,022 1,059

1,341

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

内道外客 内道内客 入込総数（千人）

（年度）

37% 37% 31% 31%
20% 19% 20% 22% 22% 18%

63% 63% 69% 69%
80% 81% 80% 78% 78% 82%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

内道外客 内道内客

（年度）

638 614 674 754 803 806 831 860 909

1,185

284 255 163
155 153 143 142 162 150

157

922
869 838

908 957 948 973
1,022 1,059

1,341

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

内日帰客 内宿泊客 入込総数（千人）

（年度）

69% 71%
81% 83% 84% 85% 85% 84% 86% 88%

31% 29%
19% 17% 16% 15% 15% 16% 14% 12%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

内日帰客 内宿泊客

（年度）

図 37 観光入込客数の推移 
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ウ）訪日外国人宿泊客数 

訪日外国人宿泊客数は 2009 年度（平成 21 年度）から 2012 年度（平成 24 年度）まで 3,000 人台

で推移していましたが、2013 年度（平成 25 年度）より増加傾向となりました。特に 2015 年度（平成 27

年度）では前年度の 2 倍以上にあたる 13,883 人が東川町で宿泊しました。 

2015 年度（平成 27 年度）の訪日外国人宿泊客数を国・地域別でみると、香港が全体のうち 31.3％と

最も多く、次いで中国が 23.0％を占めています。また、アジアの割合は約 8 割となっています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：北海道「北海道観光入込客数調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：北海道「北海道観光入込客数調査」 
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図 38 訪日外国人宿泊客数の推移 

図 39 2015年度（平成 27年）の国・地域別訪日外国人宿泊客数 
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エ）中・長期滞在外国人施設 

東川町は公立初となる日本語学校を有しているとともに、カナダのアルバータ州キャンモア町やラトヴィ

ア共和国のルーイエナ州ルーイエナ町と姉妹提携を結んでいます。それに伴い、1987 年（昭和 62 年）に

設立されたマ・メゾンや 2014 年（平成 26 年）に設立された国際交流会館の 2 つの学生会館が立地して

います。 

 

オ）留学生数・留学生宿泊延数の推移 

2009 年度（平成 21 年度）以降の留学生数をみると、2009 年（平成 21 年）夏より開始した「短期日本

語・日本文化研修事業」への留学生は概ね増加傾向にあります。また、2014 年（平成 26 年）1 月に開設

された「北工学園日本語学科」、2015 年（平成 27 年）10 月に開設された「町立東川日本語学校」への

留学生も増加傾向であり、2016 年度（平成 28 年度）には合計して 573 人の留学生が訪れています。 

また、留学生が町に滞在した宿泊延数に関しては、2013 年度（平成 25 年度）より増加傾向にあり、

2016 年度（平成 28 年度）では合計で 6.2 万泊の宿泊があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東川町調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東川町調べ  

図 40 留学生数の推移 

図 41 町に滞在した留学生の宿泊延数の推移 
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カ）株主制度 

東川町では、ふるさと納税にあたる制度として、「ひがしかわ株主制度」を実施しています。ひがしかわ

株主制度とは、東川町を応援しようとする方が東川町への投資（寄付）によって株主となり、まちづくりに参

加する制度です。ひがしかわ株主制度では、東川町ならではのプロジェクトの中から投資（寄付）したい事

業を選択することができ、住環境に強く関係する投資事業としては、オーナーズハウス建設事業があげら

れます。オーナーズハウスの活用目的としては、東川町への撮影ツアーや写真関係来訪者のゲストハウ

ス、写真甲子園出場選手の宿舎、また株主が東川町を訪れた際のオーナーズハウスとされています。投

資目標は 2019 年 3 月までに 3 千万円としています。 
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１－３ 東川町の住宅事情 
（１）住まい方 

①住宅所有関係別の一般世帯数の推移 

1995 年（平成 7 年）以降における住宅に住む一般世帯についてみると、持ち家に居住する一般世帯

数は 1995 年（平成 7 年）では 1,638 世帯でしたが、2015 年（平成 27 年）には 2,218 世帯まで増加し、

2015 年（平成 27 年）では 73.0％を占めています。公的賃貸住宅（公的借家）に居住する世帯数は

1995 年（平成 7 年）の 302 戸から 2015 年（平成 27 年）の 350 戸まで微増傾向にあります。一方、民

間アパート・マンション（民間借家）に居住する世帯数は 1995 年（平成 7 年）の 95 戸から 2015 年（平成

27 年）の 375 戸まで 4.0 倍に増加しており、割合としても大幅な増加傾向にあります。 

また、住宅所有関係別世帯割合を道内平均および旭川市と比較すると、持ち家および公的賃貸住宅

（公的借家）に居住する世帯割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  

資料：総務省「国勢調査」  

図 42 住宅所有関係別一般世帯数の推移 

図 43住宅所有関係別世帯割合の道内平均および近隣自治体との比較 
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②施設等の世帯人員の推移 

施設等の世帯人員についてみると、2005 年（平成 17 年）まで 45 人前後で推移していた社会施設の

入所者数は、その後増加傾向にあり、2015 年（平成 27 年）では 294 人（2005 年比 6.5 倍）となってい

ます。 

また、寮・寄宿舎の学生・生徒に関しては、2005 年（平成 17 年）まで減少傾向にありましたが、2015

年（平成 27 年）に大きく増加し、206 人（2010 年比 1.7 倍）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

 

 

 

 

  

図 44施設等の世帯人員 
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③建て方別の一般世帯数の推移 

一戸建てに居住する一般世帯数は 1995 年（平成 7 年）では 1,733 世帯でしたが、2015 年（平成 27

年）には 2,368 世帯となり、増加傾向にあります。2015 年（平成 27 年）における一戸建てに居住する一

般世帯割合は 77.9％となっています。 

また、共同住宅に居住する一般世帯数は 1995 年（平成 7 年）の 154 世帯から 2015 年（平成 27 年）

の 553 世帯まで 20 年間で 3.6 倍と増加しているとともに、割合も増加傾向にあり、2015 年（平成 27 年）

では 18.2％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

  

図 45 建て方別一般世帯数の推移 
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（２）新築住宅着工棟数 

居住専用住宅の着工棟数は、2013 年（平成 25 年）を除いて、概ね 50 棟数前後で推移しています。

2013 年（平成 25 年）には 66 棟と、例年と比較して多くの着工が見られました。着工床面積に関しては、

2012 年（平成 24 年）では 4,737 ㎡でしたが、翌年 2013 年（平成 25 年）には 9,784 ㎡と大幅に増加し

ました。しかし、その後は減少傾向にあり、2016 年（平成 28 年）には 5,659 ㎡となっています。 

1 棟あたりの床面積は、2013 年（平成 25 年）以降減少傾向にあり、2016 年（平成 28 年）では 113

㎡となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国土交通省「建築着工統計調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国土交通省「建築着工統計調査」 

※居住専用住宅とは、もっぱら居住の用に供せられる建築物を指す。  
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図 46 居住専用住宅の着工棟数および床面積 

図 47 居住専用住宅の 1棟あたりの平均床面積 
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（３）宅地の分譲実績 

東川町土地開発公社による宅地造成・分譲として、現在までに 745 区画が造成および分譲されました。

そのうち残区画数は 1 区画となっており、残存率（造成区画数に対する残区画数）は 0.1％となっていま

す。 

各団地の位置は、39 ページからの各種住宅・主要施設図に示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東川町調べ（2017年（平成 29年）7月 4日時点） 

 

 

 

 

 

 

  

表 2 東川町土地開発公社による宅地造成分譲実績 

造成年度 団地名 造成区画数 残区画数 残存率

昭和48年度 忠別団地・清流団地（忠別） 42 0 0.0%

昭和50年度 公園団地（第1次） 31 0 0.0%

昭和53年度 西団地（第1次） 12 0 0.0%

昭和54年度 西団地（第2次） 24 0 0.0%

昭和57年度 清流団地（東） 55 0 0.0%

昭和57年度 清流団地（山地地先） 24 0 0.0%

昭和58年度 新栄団地（第1次） 16 0 0.0%

昭和59年度 西団地（東西線） 14 0 0.0%

昭和60年度 清流団地（江崎地先） 29 0 0.0%

昭和61年度 西川南団地（平田地先） 17 0 0.0%

平成3年度 清流西団地（第1次） 31 0 0.0%

平成4年度 清流西団地（第2次） 10 0 0.0%

平成6年度 新栄団地（第2次） 14 0 0.0%

平成6年度 公園団地（第2次） 12 0 0.0%

平成7年度 えぽっく101団地 43 0 0.0%

平成8年度 えぽっく102団地（第1次） 46 0 0.0%

平成10年度 えぽっく102団地（第2次） 47 0 0.0%

平成11年度 新栄団地（第3次） 19 0 0.0%

平成13年度 えぽっく102団地（第3次） 51 0 0.0%

平成16年度 イーストタウン 40 0 0.0%

平成18年度 グリーンヴィレッジ（第1期） 33 0 0.0%

平成20年度 グリーンヴィレッジ（第2期） 19 0 0.0%

平成20年度 新栄団地（第4次） 25 0 0.0%

平成23年度 ガーデンコート・キトウシ 18 0 0.0%

平成24年度 友遊団地 16 1 6.3%

平成24年度 グリーンヴィレッジ（第3期） 35 0 0.0%

平成28年度 グレースヴィレッジ 22 0 0.0%

合計 745 1 0.1%
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（４）民間アパート・マンション 

①住宅タイプ 

2008 年度（平成 20 年度）以降の東川町の民間アパート・マンション数をみると、増加傾向にあり、特に

2012 年度（平成 24 年度）から 2017 年度（平成 29 年度）の間に 100 戸以上増加しました。 

2017 年度（平成 29 年度）の民間アパート・マンションは 352 戸あり、住宅タイプ別の内訳としては、1R・

1DK・1LDK が最も多く、146 戸（全体の 41％）となっています。次いで 2LDK が 121 戸（全体の 34％）と

なっており、3DK・3LDK が 66 戸（19％）立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東川町調べ（2017年（平成 29年）9月 1日時点）   資料：東川町調べ（2017年（平成 29年）9月 1日時点） 

 

 

 

②家賃 

2017 年度（平成 29 年度）の東川町の民間アパート・マンションの家賃分布のうち、最も割合が高いもの

は 5 万円以上 5.5 万円未満（22％）、次いで 5.5 万以上 6 万未満（18％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東川町調べ（2017年（平成 29年）9月 1日時点） 

図 48 2017年度（平成 29年度）の民間ア

パート・マンションの住宅タイプ 

図 50 2017年度（平成 29年度）民間アパート・マンションの家賃 
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③住宅タイプ別家賃 

2017 年度（平成 29 年度）の住宅タイプ別家賃帯として、1R・1DK・1LDK の家賃は 3 万円から 5.5 万

円未満、2LDK は 4.5 万円から 6 万円未満、3LDK は 5 万円から 7 万円未満、メゾネットは 5.5 万円から

7 万円未満に主に分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東川町調べ（2017年（平成 29年）9月 1日時点） 

 

 

  

図 51 2017年度（平成 29年度）民間アパート・マンションの住宅タイプ別家賃割合 
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（５）公的賃貸住宅 

東川町には、公営住宅が 311 戸、特定公共賃貸住宅が 28 戸、地域優良賃貸住宅が 8 戸、町営住

宅が 39 戸、合計で 386 戸の公的賃貸住宅が立地しています。また、その他公的住宅として、教員住宅

が 15 戸、医師住宅が 1 戸立地しています。 

公営住宅、特定公共賃貸住宅、地域優良賃貸住宅のうち、公園団地の36戸と南団地の16戸がすで

に耐用年数を経過しており、耐用年数の 1/2 を経過している清流東団地の 24 戸、西 8 号団地の 12 戸

と合わせると、25％を占めます。さらに、平成初頭や平成 10 年代半ばに建てられた住宅が、2022 年頃

より耐用年数の 1/2 を経過していくと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 3 公営住宅法における耐用年数  

構造 耐用年数

簡平・木造 30年

簡二 45年

耐火 70年
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表 4 公的賃貸住宅の団地別概要 

公園 S50～S53 簡平 9 36 7,380

東町４丁目 H19、H20 木造 8 16 4,703

清流 H22～H26 木造 9 18 9,041

S59～S62 簡二 3 24

H1 耐火 1 8

S60、S61 簡二 2 12

S63 耐火 1 12

清流中央 H13、H14 耐火 2 30 10,024

S54、S56 簡平 4 16

H9～H11 耐火 3 18 1階：公営住宅、2階：特公賃

西 H15～H18 耐火 4 57 10,738

北 H2～H7 耐火 6 52 8,972

南町１丁目 H28、H29 木造 6 12 9,377

小計 58 311 82,194

西町 H6、H11 耐火 2 16 1,798

南 H9～H11 耐火 3 12 － 1階：公営住宅、2階：特公賃

小計 5 28 1,798

西町２丁目 H20 木造 2 2 872

西町５丁目 H20、H25 木造 4 4 357

ガーデンコートキトウシ H25 木造 1 1 389

友遊 H25 木造 1 1 596

小計 8 8 2,214

71 347 86,207

新栄 H21 木造 4 4

東町D S51 木造 1 1

西町５丁目 H24 木造 1 1

新栄 H24 木造 1 1

ガーデンコートキトウシ H23 木造 3 3

友遊 H24 木造 1 1

東町A S42 簡平 1 1

東町B S53 簡平 1 1

東町C S50、S53 簡平 2 4

第１小学校 S57、H1 簡平 2 3

第２小学校 H2 簡平 1 2

東８号 S52、S54 簡平 2 2

西町１丁目 S46 簡平 2 3

北町１丁目 S49～S52 簡平 7 11

東８号 S52 簡平 1 1

30 39

97 386

第１小学校 H4、H12 木造 2 2

第２小学校 H6、H10 木造 2 2

H1 簡平 1 1

H26 木造 1 1

友遊 H25、H29 木造 2 2

清流東 H7 木造 2 2

北町２丁目 H8 木造 2 2

西町 H4、H5 木造 2 3

小計 14 15

医師 H21 木造 1 1

小計 1 1

15 16

その他公的
住宅

地域優良賃貸住宅

町営住宅
グループ

定住促進住宅

帰ってこいよ住宅

低家賃住宅

合計

公営住宅等
グループ

10,835

一般住宅

東８号

住棟数

（棟）

管理戸数

（戸）

合計

教員住宅

医師住宅

公営住宅

清流東

西８号

建設年次 構造工法

特定公共賃貸住宅

合計

合計

南

区分 団地名
敷地面積

（㎡）
備考

6,283

4,842
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（６）東川町の各種住宅、主要施設 

東川町の市街地、および全町における各種住宅および主要施設の位置は以下のようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 52 市街地における各種住宅、主要施設位置図 
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図 53 全町における各種住宅、主要施設位置図 
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▼公営住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

S50 CB 1 12 12

S51 CB 1 8 8

S52 CB 1 8 8

S53 CB 1 8 8

H19 W 1 4 4 8

H20 W 1 4 4 8

H22 W 1 2 2 4

H23 W 1 2 2 4

H24 W 1 2 2 4

H25 W 1 2 2 4

H26 W 1 1 1 2

S59 CB 2 8 8

S61 CB 2 8 8

S62 CB 2 8 8

H1 CB 2 8 8

S60 CB 1 6 6

S61 CB 1 6 6

S63 CB 1 12 12

H13 RC 2 5 8 2 15

H14 RC 2 5 8 2 15

S54 CB 1 8 8

S56 CB 1 8 8

H9 RC 2 2 4 6

H10 RC 2 2 4 6

H11 RC 2 2 4 6

H28 W 1 3 3 6

H29 W 1 3 3 6

H2 CB 2 8 8

H3 CB 2 4 4 8

H4 CB 2 4 4 8

H5 CB 2 4 4 8

H6 CB 2 8 8

H7 CB 2 12 12

H15 RC 2 5 6 4 15

H16 RC 2 5 6 4 15

H17 RC 2 5 6 4 15

H18 RC 2 4 6 2 12 集会所併設

52 35 87 137 311

▼特定公共賃貸住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

H6 CB 2 8 8

H11 RC 2 8 8

H9 RC 2 4 4

H10 RC 2 4 4

H11 RC 2 4 4

16 12 28

▼地域優良賃貸住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

西町２丁目 H20 W 1 2 2

H20 W 1 3 3

H20 W 1 1 1

第２ ガーデンコートキトウシ H25 W 1 1 1

第３ 友遊 H25 W 1 1 1

4 4 8

▼帰ってこいよ住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

H21 W 1 2 2

H21 W 2 2 2

東町 東町D Ｓ51 W 2 1 1 中古物件買取

5 5

▼定住促進住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

西町 西町５丁目 H24 W 1 1 1

第１ 新栄 H24 W 1 1 1

第２ ガーデンコートキトウシ H23 W 1 3 3

第３ 友遊 H24 W 1 1 1

6 6

▼町営住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

東町A S42 CB 1 1 1 旧医師住宅

東町Ｂ S53 CB 1 1 1

S50 CB 1 2 2 旧消防

S53 CB 1 2 2 旧消防

S57 CB 1 2 2 旧教員

H1 CB 1 1 1 旧教員

第２ 第２小学校 H2 CB 1 2 2 旧教員

S52 CB 1 1 1 旧児童館横

S54 CB 1 1 1 2戸1　旧教員

1 1 10 1 13

▼低家賃住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

S46 CB 1 1 1 2戸1

S46 CB 1 2 2

S49 CB 1 1 1 2戸1

S49 CB 1 1 1

S50 CB 1 1 1 2戸1

S50 CB 1 1 1 2 2戸1

S50 CB 1 2 2

S52 CB 1 2 2

S52 CB 1 2 2

第３ 東８号 S52 CB 1 1 1 旧児童館横

11 4 15

西町１丁目西町

西町

北町

新栄

西

東町

第３

第１小学校第１

西町

東町

西町

南町

北町

南町１丁目

南

第１

西町５丁目

公園

南町

東町４丁目

清流

清流東

西町

東８号

清流中央

西８号

北

東町Ｃ

南

北町１丁目

表 5 全町における各種住宅リスト 
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▼教員住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

H4 W 1 1 1 教頭

H12 W 1 1 1 校長

H6 W 1 1 1 校長

H10 W 1 1 1 教頭

H1 CB 1 1 1 教頭

H26 W 1 1 1 校長

H25 W 1 1 1 一般教員

H29 W 1 1 1 一般教員

H7 W 1 1 1 小学校長

H7 W 1 1 1 中学校長

H8 W 1 1 1 小学教頭

H8 W 1 1 1 中学教頭

H4 W 1 1 1

H5 W 1 2 2

15 15

▼医師住宅

地区 団地 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

東町 医師 H21 W 1 1 1

1 1

▼民間マンション

地区 マンション名 完成年度 構造 階数 1DK 2DK 3DK 4DK 1LDK 2LDK 3LDK 4LDK 5LDK 6LDK Σ 備考

北町 コーポ東川 S55 S 3 9 9

東町 第1ノースハイツ S62 W 2 3 3

南町 アルテミス1 H5 W 2 8 8

東町 エスパニア８－A H6 W 2 6 2 8

東町 エスパニア８－B H6 W 2 6 2 8

北町 アルテミス2 H6 W 2 4 2 6

東町 アルテミス3 H10 W 2 4 2 6

東町 アルテミス5 H10 W 2 6 6

西町 フラワーマンション H11 W 2 5 5

西町 ラテール H12 W 2 4 4

北町 アルテミス6 H13 W 2 4 2 6

西町 サンスマイル398 H13 W 2 4 4

西町 サンスマイル397 H14 W 2 4 4

東町 ブルーウインド H14 W 2 4 4

北町 サンホワイト201 H15 W 2 2 4 6

東町 ライフステージ東川 H15 W 2 2 2 メゾネット

北町 カノン H15 W 2 4 4

東町 リバーヴィレッジ H15 W 2 2 2 4

北町 シンシア H16 W 2 4 1 5 2LDKメゾネット

南町 メニーハピネス・H H16 W 2 6 6

西町 リバーハイツさくら H16 W 2 4 4 メゾネット

北町 エーコーカサレリア H16 W 2 4 2 6

西町 ドリームハウス H16 W 2 2 4 6

西町 clubZ H16 W 2 6 6

西町 リラ東川二番館 H16 W 2 4 4

西町 リヴ H16 W 2 4 4

南町 大雪フラワーB H16 W 2 6 6

南町 大雪フラワーA H16 W 2 4 4 8

南町 リラ東川一番館 H16 W 2 4 4

西町 カサレリアⅡ H17 W 2 6 6 2戸メゾネット

北町 シンシアⅡ H17 W 2 4 1 5 2LDKメゾネット

西町 クィーン2005 H17 W 2 4 4

南町 大雪フラワーC H17 W 2 2 2 4

北町 ノースシュライン H17 W 2 2 2 4

西町 ウェストシュライン H17 W 2 2 4 6

西町 Dandelion H17 W 2 2 4 6

西町 MsJoe H17 W 2 4 4 8

西町 メゾン・ド・ルイ H17 W 2 6 6

西町 ディアライフ H17 W 2 6 6

西町 WESTIN H18 W 2 4 4 8

西町 サンスマイルメゾネット H18 W 2 4 4 メゾネット

北町 ハイム　クリオネ H18 S 2 4 4

西町 HKハイツ（A棟） H19 S 2 4 4

西町 HKハイツ（B棟） H19 W 2 4 4

南町 大雪フラワーD H21 W 2 2 2 4

東町 サンホワイト202 H21 W 2 2 2 4

北町 アンジェロ H24 W 2 2 2 4

北町 Merci H25 W 2 6 6

北町 Champ de fleure H25 W 2 6 6

東町 ESL EAST H25 W 2 3 2 5 2LDK1戸ﾒｿﾞﾈｯﾄ

北町 リラ東川北町1番館 H25 W 2 4 4

南町 リラ東川南町1番館 H25 W 2 6 6

東町 HKハイツ（C棟） H25 S 4 26 26 1R

北町 アンジェロⅡ H25 W 2 2 2 4

東町 MS椛美月 H26 W 2 4 4

南町 Verde H26 W 2 1 2 3

南町 Champ de fleure 南町 H28 W 2 8 8

北町 HKハイツ（E棟） H28 S 3 12 2 14 H1新築　H28改築

西町 S and A Ⅱ H29 W 2 4 4

西町 S and A Ⅲ H29 W 2 4 4

東町 アルテミス7 H29 W 2 4 4

北町 Fort Greene H29 W 2 7 7

31 108 124 78 352

▼福祉施設

西町

西町

西町

西町

北町

北町

北町

北町

北町

北町

北町

北町

北町

第１

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護

ショートステイ

認知症対応型共同生活介護

住宅型

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

短期入所療養介護

通所リハビリテーション

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

グループホーム プランタン東川

有料老人ホーム  華

グループハウス 高齢者、障害者対応型 共同生活ハウス

介護付有料老人ホーム 高齢者ふれあいハウス

介護付有料老人ホーム 高齢者ふれあいハウス

介護付有料老人ホーム高齢者ふれあい

有料老人ホーム  ゆう

サービス付き高齢者向け住宅ゆう

グループホーム「ほのぼのファミリー」

サービス付き高齢者向け住宅

老人保健施設ひだまりの里

ひだまりの里デイケアセンター

グループホーム  ゆう

施設名等

特別養護老人ホーム 東川町羽衣園

老人保健施設ひだまりの里

施設タイプ

北町

西町

西町 西町

第１

第２

北町２丁目

清流東

東８号

友遊

第３

第２小学校

第１小学校

表 6 全町における各種住宅、福祉施設リスト 
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１－４ 上位計画・関連計画の整理 
（１）住生活基本計画（全国計画） 

平成 18 年（2006 年）6 月に施行された住生活基本法に基づき、平成 18 年度（2006 年度）から平成

27 年度（2015 年度）までの 10 年間における、国民の住生活の安定の確保および向上の促進に関する

基本的な計画として、住生活基本計画（全国計画）が同年 9 月に閣議決定されました。 

国は同計画に基づき住宅政策を展開してきましたが、同計画において、「今後の社会経済情勢の変化

および施策の効果に対する評価を踏まえて、概ね 5 年後に見直し、所要の変更を行う」としており、平成

22 年度（2010 年度）の見直しを経て、平成 27 年度に新たな「住生活基本計画（全国計画）」を閣議決

定しました。以下に、基本的な施策の概要について抜粋します。 

 

 

 

策定年度：平成 27 年度（2015 年度） 計画期間：平成 28 年度（2016 年度）～平成 37 年度（2025 年度） 

１.基本的な方針 

少子高齢化・人口減少社会を正面から受け止め、多様な視点に立っ

て新たな住宅政策の方向性を以下に示すように提示し、総合的に実

施する。 

 

２.目標 

①「居住者からの視点」 

目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮ら                      

せる住生活の実現 

目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

 

②「住宅ストックからの視点」 

目標４ 住宅すごろく＊を超える新たな住宅循環システムの構築 

目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進 

 

③「産業・地域からの視点」 

目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

目標８ 住宅地の魅力の維持・向上 

 

※「住宅すごろく」とは、「親の家（同居）」→「賃貸住宅（1人暮らしや結婚初期）」→「住宅購入でゴール」という流

れをいう。 
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（２）北海道住生活基本計画 

北海道住生活基本計画は、住生活基本法第 17 条第 1 項に規定する都道府県計画として、北海道に

おける住宅施策の目標、施策の方向性、重点的な取り組みを定め、具体的な住宅施策を推進することを

目的とするものです。本計画は、平成28年度（2016年度）に策定された全国計画の見直しを受け、平成

23年度（2011年度）に策定された北海道住生活基本計画を見直したものであります。以下に、基本的な

施策の概要について抜粋します。 

 

 

策定年度：平成 28 年度（2016 年度） 計画期間：平成 28 年度（2016 年度）～平成 37 年度（2025 年度） 

１．住宅施策の目標 

① 「安全で安心な暮らし」の創造 

② 「北海道らしさ」の創造 

③ 「活力ある住宅関連産業」の創造 

２．住宅施策の方向性 

① 若年世帯や子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

② 地域で支え合い高齢者が安心して暮らせる住生活の実現 

③ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

④ 「きた住まいる」制度を活用した新たな住宅循環システムの構築 

⑤ リフォームによる安全で質の高い住宅ストックの更新 

⑥ 空き家等の活用・適正管理の推進 

⑦ 地域を支える住宅関連産業の振興 

⑧ 魅力ある持続可能な住環境の維持・向上 

 

３．住宅施策における重点的な取り組み 
 

① 安心して子どもを生み育てることができる住まい・環境づくり 

(1)子育て世帯などに配慮した公的賃

貸住宅の供給促進 

○子育て支援住宅などの整備推進 

○子育て世帯に配慮した優先入居の推進 

○公営住宅団地における子育て環境の充実 

(2)民間アパート・マンションを活用した

重層的な住宅セーフティネットの構

築 

○民間アパート・マンションを活用した子育て世帯などへの

入居支援 

② 空き家等を含む住宅ストックの有効活用や流通の促進 

(1)空き家情報バンクによる空き家の

活用の促進 

○北海道空き家情報バンクの活用 

○空き家活用等に向けた市町村等における取組支援 

(2)住宅ストックの性能向上と流通促進

に向けた仕組みづくり 

○「きた住まいる」制度を活用した総合的な住宅循環シス

テムの構築 

○質の高い住宅ストックの市場形成に向けた環境整備 

③ 子どもから高齢者まで誰もが地域で住み続けられる住環境や産業の形成 

(1)安心して住み続けられる地域づくり

に向けた住宅の供給 

○公営住宅などの再配置によるまちなか居住やコンパクトな

まちづくりの推進 

○地域の拠点形成などによる地域コミュニティと利便性の

向上の促進 

○サービス付き高齢者向け住宅の全道展開の促進 

(2)地域を支える住宅生産体制の整備 ○地域の住宅事業者による地域における良質で持続的な

住まいづくりに向けた環境整備 

○地域の住まいづくりを通じた地域経済や環境負荷低減に

寄与する資源の域内循環の促進 
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（３）プライムタウンづくり計画 21-Ⅱ 

プライムタウンづくり計画 21-Ⅱとは今後の東川町のまちづくりの方向を示すもので、まちづくりの最上位

に位置付けられる計画です。以下に、基本的な施策の概要と住宅分野に関連する施策を抜粋します。 

 

 

策定年度：平成 24 年度（2012 年度） 計画期間：平成 25 年度（2013 年度）～平成 29 年度（2017 年度） 

１．まちづくりの基本理念 

人と自然がおりなす 輝きの大地 ひがしかわ 

 

２．まちづくりの基本目標 

1.人と文化を育むまちづくり ～輝きのある人づくり（教育・文化施策の目

標） 

2.人にやさしく健康をささえるまちづくり ～安心安全なくらしづくり（保険・

医療・福祉、生活環境施策の目標） 

3.人と自然が共生するまちづくり ～美しい環境づくり（土地利用・基盤整

備施策の目標） 

4.経済基盤の確かなまちづくり ～活力ある産業づくり（産業振興施策の

目標） 

5.参加と対話で築くまちづくり ～コミュニティづくり（地域社会・行財政施

策の目標） 

 

３．主要目標（抜粋） 

人口・世帯（平成 29 年）…人口 8,000 人、世帯 3,700 世帯、1 世帯当たりの人員 2.16 人 

産業別就業人口（平成 29 年）…第 1 次産業 612 人、第 2 次産業 420 人、第 3 次産業 2,227 人 

住宅建設（平成 29 年）…公営住宅 367 戸、教職員住宅 18 戸、町職員住宅 2 戸 

 

４．住宅分野に関連する施策の方向（抜粋） 

1.人と文化を育むまちづくり ～輝きのある人づくり 

義務教育 教員住宅の適切な維持・管理 

3.人と自然が共生するまちづくり ～美しい環境づくり 

住生活 公営住宅等の団地の適正配置と既存ストックの有効活用 

公営住宅等の長寿命化型改善および修繕 

定住対策における適正な住宅確保。空き家対策事業の模索 

宅地の景観向上・民間住宅施策の推進 

耐震改修の促進・啓蒙 

宅地造成 景観行政団体に相応しい宅地造成の実施 

景観と調和した住環境の整備 

移住定住希望者への販売促進 

地域の意向に沿った宅地開発の実施 

※2018年度（平成 30年度）にプライムタウンづくり計画 21-Ⅲを見直し予定  
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（４）写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン及びまち・ひと・しごと創生総合戦略 

平成 27 年（2015 年）8 月に策定された「東川町まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」は、東川町の

人口の現状と将来を分析し、人口に関する地域住民の認識を共有するとともに、今後目指すべき将来の

方向を提示することを目的としているものです。 

 

①写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン 

策定年度：平成 27 年度 計画期間：なし 

１．人口の推計方法と結果 

人口ビジョンでは、2060 年までの人口をパターン 1～4 とパターン 4 のう

ち出生率を変えたものを 2 つ、主に合計 6 つのシナリオを作成している。こ

こでは、人口の将来目標に関わるパターン 4 の推計方法を概略する。 

【推計方法】 

○パターン 4 ベース（出生率を目標値 1.8 まで上昇）…パターン 4 のうち、

2020 年、2060 年の合計特殊出生率がそれぞれ 1.5、1.8 まで上昇す

ると仮定。 

 

 

 

【推計結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口の将来推計 

資料：東川町「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」 

 

 

２．総人口の将来目標 

パターン 4 ベース（出生率を目標値 1.8 まで上昇）を目標値として設定。 

具体的には、8,067 人（2020 年）、7,893 人（2060 年）とし、人口 8,000 人前後を維持できるよう、社会

増・自然増に対する施策を積極的に取り組むとしている。 
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②写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生総合戦略 

平成 27 年（2015 年）に策定された「東川町まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、人口ビジョンを踏まえ、

東川町の「まち・ひと・しごと」創生に向けた基本的な考え方や目標、具体的な施策をまとめたものです。 

 

 

策定年度：平成 27 年度（2015 年度） 計画期間：平成 27 年度（2015 年度）～平成 31 年度（2019 年度） 

１．めざすべき姿 

「多くの人が集い、誰もが生き生きと暮らす文化あふれる写真文化首都の創

造 
（プライムタウン ～人と自然が織りなす輝きの大地 ひがしかわ～）」 
 

２．施策の方向性 

基本目標１ 人々が集う写真文化首都の創造（ひとの流れ） 

基本目標２ 豊かな暮らしと文化を生み出すしごとづくり（しごとづくり） 

基本目標３ こどもの笑顔あふれるまちづくり（結婚・出産・子育て） 

基本目標４ 誰もが安心して生活できるまちづくり（まちづくり） 
 

 

３．住宅分野に関連する重点プロジェクト（抜粋） 

 

４．住宅分野に関連する重点プロジェクトの最重要業績評価指標（抜粋） 

公的賃貸住宅ストック数 394 戸 

二世帯居住件数 10 件 

基本目標１ 人々が集う写真文化首都の創造（ひとの流れ） 

移住・定住、UIJ タ

ーン等の促進 

公営住宅及び民間アパート・マンションのストック活用及び整備 

空き家、民間住宅等を活用した住居の供給 

公の賃貸住宅空き家の利用促進 

景観に配慮した住宅建設に対する支援 

住宅地の造成 

子育て世代や小さなこどもをもつ世帯に対する移住・定住支援 

日本語学校事業の推進による外国人留学生の招致 

療養型観光の推進 

他地域の企業会員や企業職員等を対象とした滞在の推進 

基本目標２ 豊かな暮らしと文化を生み出すしごとづくり（しごとづくり） 

安心安全な子育て

環境の創出 

二世帯居住の推進 

基本目標４ 誰もが安心して生活できるまちづくり（まちづくり） 

時代にあった生活

基盤の維持・確保 

公営住宅及び民間アパート・マンションのストック活用及び整備 

空き家、民間住宅等を活用した住居の供給 

公の賃貸住宅空き家の利用促進 

いきいきとした暮ら

しの応援 

高齢者世帯への住宅改修支援 

高齢者向け住宅の建設支援 
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（５）東川町景観計画 

東川町景観計画は、大雪山国立公園を擁するなどの地域特性をふまえ、環境に配慮し景観の良いま

ちづくりを町民・事業者・行政の協働により実現し、次の世代へと引き継ぎ、「写真の町」にふさわしい写真映り

の良い町を将来にわたり保全・形成していくことを目的としています。以下、特に住環境に関わる概要を抜粋し

ます。 

 

策定年度：平成 18 年度（2006 年度） 計画期間：なし 

１．基本理念 

人と自然がおりなす輝きの大地ひがしかわ 

２．全域における基本方針 

（1）生態系に配慮し、大雪山の山並みを背景に美しい田畑が広がる東川

町固有の景観の保全及び形成を図る。 

（2）平地や里山地区の農地･山林･河川など総合的な景観や環境の保全

を図る。 

（3）歴史や文化を尊重し個性と風情のある景観をつくる。 

（4）写真の町・大雪山の伏流水の町に相応しい環境と景観に配慮したまち

づくりを図る。 

（5）開発行為や建築物の景観･環境への配慮など規制や誘導を行う。 

（6）建築物の建築に際しては、東川風住宅設計指針を尊重する。 

（7）環境や景観教育に力を入れ、町民参加のもとに生活風景や生物の多

様性・固有性を大切にした暖かみのある景観をつくる。 

 

３．地域別基本方針（抜粋）  

地域 方針 

市街地域－ 

商店街地域 

自然を背景とした大雪山麓のまちなみ 

 広場などオープンスペースの設置と楽しく美しいデザインによる空間づくりを図る。 

 住民や来訪者が親しみやすい美しいデザインの建築計画（デザインや色彩）を推進する。 

 空き店舗対策を進め、賑わいのある商業地空間をつくる。 

市街地域－ 

住宅地区 

大雪の山並みと調和するゆとりとうるおいのある住宅地環境の形成 

 居住者の安全や福祉、防犯、防災などに配慮した住宅地づくりを図る。 

 降雪期に配慮した空間の確保を図る。 

 緑地や公園、並木道など公共空間の地域住民との協働管理を推進する。 

 道路に面する宅地部分の半公共空間への植栽推進による景観対策を図る。 

 景観に配慮した建築計画（デザインや色彩）の採用など規制や誘導を図る。 

 付属建物や構築物など周囲の調和についての規制や誘導を行う。 

市街地域－ 

工場地区 

東川の入口部にふさわしい景観と住宅地との共存に配慮した環境づくり 

 点在する工場跡地の適正な管理と利活用を図る。 
 付属建物や構築物など周囲の調和についての規制や誘導を行う。 

市街地域－ 

公共施設地区 

大雪山の町、写真の町の中心部に相応しい文化の香りが漂う公共空間づくり 

 利用者にとって安全快適で美しい空間づくりを進める。 

 周囲の環境や景観に配慮し緑豊かで写真の町に相応しい整備を推進する。 

 旧東川駅跡地区にある古い倉庫群の保全と利活用を図る。 

農村地区－ 

中央地区 

生活者と農業と他産業の共存調和の環境づくり 

 農家住宅や納屋・機械庫などは遠景の山並みや周辺農地景観に配慮する。 

農村地区－ 

第 1 地区 

大雪山の眺望を活かしたゆとりある環境と福祉のまちづくり 
 農家住宅や納屋・機械庫などは遠景の山並みや周辺農地景観に配慮する。 
 小市街集落地はゆとりある敷地を活かし、花木植栽など美しい住宅地づくりを図る。 
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地域 方針 

農村地区－ 

第 2 地区 

岐登牛山の眺望を活かしたゆとりある環境づくり 
 農家住宅や納屋・機械庫などは遠景・近景の山並みや周辺農地景観に配慮する。 
 小市街集落地はゆとりある敷地を活かし、花木植栽など美しい住宅地づくりを図る。 
 地域のシンボルとなる岐登牛山の景観に配慮した地域づくりを推進する。 

農村地区－ 

上岐登牛地区 

農業と森林と芸術が調和する創作工芸の里 
 農家住宅や納屋・機械庫、創作工房などは付近の山並みや周辺農地景観に配慮する。 
 創作工芸活動を行う人たちが暮らすこの地域の環境や景観特性を極力保全し、美しい山間集落地帯

づくりを推進する。 
 「百年記念の森公園」などの景観環境に配慮した地域づくりを推進する。 
 地域のシンボル「旧第 5 小学校」の保存と適正な管理を図る。 

農村地区－ 

第 3 地区 

自然と農業が共存しゆとりある田園住宅地区 

 農家住宅や納屋・機械庫などは遠景の山並みや周辺農地景観に配慮する。 
 小集落地や優良田園住宅地区はゆとりある敷地を活かし、花木植栽など美しい住宅地づくりを図る。 
 地域のシンボル「遊水公園」などの景観環境に配慮した地域づくりを推進する。 

大雪山地域等－ 

忠別ダム地区 

大雪のふもとの自然と景観と交流の湖水面 
 建物、構築物は大雪の山並みを背景に清冽な水をたたえるダム湖景観に配慮する。 

大雪山地域等－ 

旭岳温泉地区 

日本一本格的で、美しく、親しまれるノルディックの森 
 建物、構築物、案内サインなどは周囲の美しい山岳森林自然景観に最大限配慮する。 

大雪山地域等－ 

天人峡温泉地区 

神秘性を秘めた天人峡の美しい原風景の保存と共存 

 建物、構築物、案内サインなどは美しい峡谷の自然景観に最大限配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 東川町景観計画における地域区分図 

資料：東川町景観計画リーフレット 
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（６）東川町耐震改修促進計画 

東川町耐震改修促進計画は、東川町において大規模地震が発生した場合にそなえ、東川町に存在

する新耐震基準導入以前の既存建築物について、建築物の地震に対する安全性の向上を計画的に推

進することにより、東川町の安全なまちづくりを目指すことを目的としたものです。 

 
 

策定年度：平成 19 年度（2007 年度） 計画期間：平成 20 年度（2008 年度）～平成 29 年度（2017 年度） 

１．基本理念 

地震災害に強い住宅・建築物の確保と、安全で安心なまちづくり 

 

２．数値目標 

住宅の耐震化率：90％ 

 

３．施策の基本目標および施策 

基本目標１ 災害避難拠点・特定建築物の耐震化の推進 

基本施策１ 災害避難拠点・特定建築物の耐震化の推進 

基本目標２ 地震に強い住宅・建築物の確保 

基本施策２ 地震に強い住宅・建築物の確保 

基本施策３ 耐震改修、地震防災に対する住民意識の啓発 

基本施策４ 耐震改修に係わる関連技術者の支援 

 

４．住宅分野に関連のある施策 

  

基本施策２ 地震に強い住宅・建築物の確保 

耐震改修に関する相談・情報

提供体制の確保 

耐震診断、耐震改修に関する相談窓口の設置 

町のホームページに耐震診断に関する情報を提供 

北海道及び専門機関が行う相談窓口の紹介 

北海道「北の住まい情報プラザ」、「住まいのポータルサイトＤｏ住まい」の紹介 

耐震改修、耐震診断を促進す

る支援環境の確保 

上川支庁「戸建て木造住宅を対象とした耐震診断（無料）」の紹介 

住宅耐震改修減税のための診断改修証明の発行 

住宅所有者等に対する耐震診断費用の助成の検討 

住宅等耐震改修費用の助成の検討 

耐震性能のある住宅・建築物を

取得しやすい環境づくり 

専門機関が行う「建物取引時における耐震性能の情報把握、説明」の紹介 

北海道が行う「講習会等を通じた減税等制度の普及啓発等」の紹介 

地震被害に強い市街地整備、

安全対策の推進 

建築確認申請時における天井崩落対策の確認 

窓ガラス等の落下物対策の実態調査及び所有者への指導 

広報誌やパンフレット等を活用した総合的な建築物の安全対策の周知 

基本施策４ 耐震改修に係わる関連技術者の支援 

耐震改修工法のための技術取

得の支援 

北海道（北方建築総合研究所）「耐震診断・耐震改修工法及び住宅・建築物の地震

防災対策に関する研究開発情報」の紹介 

北海道「性能向上リフォーム講習会」の紹介 

北海道「性能向上リフォーム手引き」の紹介 

耐震改修を担う技術者の支援 耐震診断・改修技術講習会の紹介 

行政、地域住民、専門技術者による共同の体験学習、先進地視察 

北海道「講習会受講技術者名簿の閲覧（北海道ホームページ）」の紹介 

住宅リフォームとの連携 北海道リフォーム推進協議会「各種消費者保護サービス」の紹介 



56 

（７）写真文化首都「写真の町」東川町 公共施設等総合管理計画 

公共施設等総合管理計画は、厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等の利

用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点

をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことを目的としています。 

 

策定年度：平成 28 年度（2016 年度） 計画期間：平成 29 年度（2017 年度）～平成 58 年度（2046 年度） 

４．公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

 

1.適正管理に向けた基本的な考え方 

①本町が保有する公共施設は、類似施設の重複保有という状態にはなく、

類似施設の統廃合・集約化によって生じた余剰施設を縮減する対応は

考えづらい。 

②計画的な耐震化改修を進める。 

③財源は余剰金を計画的に積み立てる。 

 

2.公共施設マネジメントの基本方針 

①公共施設等の情報一元化 

②公共施設等の総量適正化 

③財政負担の軽減・平準化 

 

3.住宅分野に関連する方針 

②公共施設等の総量適正化 

全体最適の視点  公共施設の総量はむやみに増やさず、本町の適正な総量の範囲内とな

るように全体最適の視点で検討する。 

 既存施設の更新にあたり、現状よりもダウンサイジングを図る等総量が増

加しないように努める。 

まちづくりの視点  公共施設は、コミュニティ形成や防災等の拠点となるまちづくりの根幹と

なるものであり、まちづくりに必要なサービスをいかに効果的かつ効率的

に提供していくかという視点で検討する必要がある。 
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（８）東川町高齢者福祉計画 

東川町高齢者福祉計画は、今後高齢者が増加すると考えられることを踏まえ、高齢者の方々が生きる

喜びを持ち、「住み慣れた地域で生きがいを持って自立した日常生活を営むことができるようなまちづくり」

を進めるべく、東川町の健康と福祉分野の目標実現を行っていくための実施計画とされています。 

 

 

策定年度：平成 23 年度（2011 年度） 計画期間：平成 24 年度（2012 年度）～平成 26 年度（2014 年度） 

1.基本目標 

テーマ：人にやさしく健康をささえるまちづくり 

目指す地域：高齢者が住み慣れた家庭や地域で安心して暮らし、明るく楽

しい生活を送ることができる地域づくり 

 

 

2.計画策定の視点 

①いつまでも元気で暮らせるための地域づくりと生きがいづくり 

②介護が必要になっても住み慣れた地域で自立した生活が送れる体制の

強化 

③地域生活支援のための総合的な地域ケア対策の推進 

④高齢者の人権尊重及び権利擁護 

 

 

 

3.住宅分野に関連する計画 

高齢者福祉施設・生きがい対策等の推進 

高齢者向け住まい

の整備 

 元気高齢者から見守り支援が必要な方まで誰もが安心して暮らし続け

ることができる多様な幅広いニーズに対応したサービス付高齢者住宅

や賃貸住宅などの整備を検討していきます。 

 

   

※東川高齢者福祉計画が 2017年度（平成 29年度）に新しく策定予定 
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第２章  東川町の住環境における現状と課題のまとめ 

 

２－１ 全町における現状 
第 1 章で記載した東川の住環境を取り巻く現況をまとめます。なお、以下のまとめで着目している期間

は、第 1 章で分析している期間と一致します。 

 

項目 現状のまとめ 

人口 

 人口は増加傾向で推移し、人口ビジョンにおいては今後も一定程度人口増加が進むと推計

しているが、将来的には緩やかに人口減少が進むと推計。 

（2020 年 ：8,067 人 →2040 年 ：8,172 人 →2060 年 ：7,893 人 ） 

 2000 年（平成 12 年）以降、地域自治振興区ごとの人口の割合に大きな変化はない。 

 近年は自然減少と社会増加で推移し、社会増加が自然減少を上回っているため、人口増加

傾向にある。 

 近年は特に、子育て世代と子どもの転入が多くなっている。 

 外国人はここ 15 年で約 200 人増加しており、日本語学校の設立や国際交流の取組みの効

果が見られる。 

人口 

構成 

 年少人口は近年横ばいであり、将来的にも横ばいと推計。 

（1995 年（平成 7 年）：967 人→2015 年（平成 27 年）：1,057 人→2035 年：1,152 人） 

 生産年齢人口は減少しており、将来的にさらに減少すると推計。 

（1995 年（平成 7 年）：4,718 人→2015 年（平成 27 年）：4,450 人→2035 年：4,286 人） 

 長期的にみると高齢化が進んでおり、2025 年には団塊世代の高齢化に伴い後期高齢者が

増加し、高齢化がさらに進行すると推計。 

（1995 年（平成 7 年）：21.2％→2015 年（平成 27 年）：32.1％→2035 年：33.6％） 

 地域自治振興区ごとに年齢階層は異なるが、総じて市街地は年少人口割合が高く、農村部

は高齢化率が高い傾向にある。 

【中央】高齢化率は最も低く（27.8％）、年少人口割合が最も高い（14.1％） 

【西部】年少人口割合は 2 番目に高い（13.1％） 

【第一】高齢化率が最も高い（42.2％） 

【第二】高齢化率が 2 番目に高い（37.5％） 

【第三】年少人口割合が最も低い（8.0％） 

※（）内は 2015年（平成 27年）の値である。 

※年少人口は 15歳未満、生産年齢人口は 15～64歳、老年人口は 65歳以上の人口を指す。

高齢化率は人口のうち、老年人口が占める割合を指す。 

 学校別児童数の割合は概ね一定。（2007 年度（平成 19 年度）～2016 年度（平成 28 年度）） 

【東川小学校・東川第一小学校】児童数は横ばい傾向 

【東川第二小学校】児童数は微増傾向 

【東川第三小学校】児童数は微減傾向 

世帯数 

 世帯数は増加傾向。 

 2005 年（平成 17 年）以降の 1 世帯あたり平均人員は 2.6 人前後で横ばい傾向。 

 1 人世帯・2 人世帯は増加傾向。 
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項目 現状のまとめ 

産業 

 第 1 次産業、第 2 次産業就業者は減少傾向。 

 2015 年（平成 27 年）の産業大分類別就業者数で最も多いのは農業・林業。 

 就業者の増加数が多いのは、医療・福祉であり、次いで教育・学習支援業。減少数が多いの

は、建設業、農業・林業。 

 産業中分類別の売上額を見ると、木材・木製品製造業、家具・装備品製造業、農業の売上

額が大きい。 

 2015 年（平成 27 年）の通勤の状況としては、東川町に住む就業者数および東川町で働く就

業者数のうち、6 割弱が東川町に住み東川町で働いている。2010 年（平成 22 年）と比較す

ると、町内で働く就業者数および町内に住む就業者数はともに増加。 

 2015 年（平成 27 年）の通学の状況としては、東川町に住む通学者数および東川町に通学

する通学者数のうち、5 割強が東川町に住み東川町へ通学している。2010 年（平成 22 年）

と比較すると、東川町に住み他市町へ通学する通学者数、他市町に住み東川町に通学して

いる通学者数は減少し、東川町に住み東川町へ通学する通学者数が増加している。 

 市街地内外に多くの観光資源を有し、観光者数は入込客数、訪日外国人宿泊客数ともに増

加傾向。特に 2014 年度（平成 26 年度）から 2015 年度（平成 27 年度）にかけて急増。 

 留学生数および留学生の宿泊延数は増加傾向。 

住宅 

 道平均および旭川市と比較すると、持ち家及び公的賃貸住宅（公的借家）割合が高い。 

 2015 年（平成 27 年）の施設等の世帯人員としては、社会施設の入所者数が 2005 年（平

成 17 年）比で 6.5 倍、寮・寄宿舎の学生・生徒数が 2010 年（平成 22 年）比で 1.7 倍に増

加。 

 新築住宅着工棟数は 2011 年（平成 23 年）以降概ね毎年 50 棟前後で推移。 

 民間アパート・マンションは 2012 年度（平成 24 年度）から 2017 年度（平成 29 年度）の間に

100 戸以上増加。 

 民間アパート・マンションの住宅タイプは 1R・1DK・1LDK が最も多く、次いで 2DK・2LDK が多

い。 

 公営住宅・特定公共賃貸住宅、地域優良賃貸住宅のうち 25％が耐用年数を経過、または

耐用年数の 1/2 を経過している。 
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２－２ 地域自治振興区ごとにおける現状 
（１）中央地域自治振興区 

中央地域自治振興区が位置する地域は、市街地の中心部を含み、役場や文化芸術交流センター、

町立診断所、幼児センター等が立地する利便性の高い地域です。 

市街地内には、戸建て住宅や民間アパート・マンション、公的賃貸住宅が多く集積しています。東川町

土地開発公社によって 2016 年度（平成 28 年度）に造成されたグレースヴィレッジは全区画 22 区画が

分譲終了しています。 

2015 年（平成 27 年）の中央地域自治振興区の人口は 4,164 人（全町のうち 51.3％）、世帯数は

1,650 世帯（全町のうち 52.7％）となっており、最も人口が集積している地区です。人口は 2000 年（平成

12 年）の 4,112 人から 2005 年（平成 17 年）の 3,893 人まで減少傾向でしたが、その後は増加傾向に

あります。 

高齢化が進行していますが、高齢化率は 2015 年（平成 27 年）で 27.8％と、全地域自治振興区の中

で最も低く、年少人口の割合は 2015 年（平成 27 年）で 14.1％と最も高くなっています。 

 

 

（２）西部地域自治振興区 

 西部地域自治振興区が位置する地域は、市街地の西部を含む地域で、市街地内には戸建て住宅

ならびに道道旭川旭岳温泉線の沿道に民間アパート・マンション、公的賃貸住宅が集積しています。 

2015 年（平成 27 年）の西部地域自治振興区の人口は 2,036 人（全町のうち 25.1％）、世帯数は 674

世帯（全町のうち 21.5％）となっており、2 番目に人口が集積している地区です。2000 年（平成 12 年）の

人口は 1,576 人でしたが、2005 年（平成 17 年）には 1,927 人と急増し、その後もゆるやかな増加傾向に

あります。 

高齢化が進行している地区であり、高齢化率は 2000 年（平成 12 年）で 24.8％、2015 年（平成 27

年）で 35.2％となっています。また、年少人口の割合は 2015 年（平成 27 年）で 13.1％であり、全地域自

治振興区中 2 番目に高くなっています。 

 

 

（３）第一地域自治振興区 

第一地域自治振興区が位置する地域は、旭川市に隣接した農村部にあたるとともに、広域的な交通

利便性の高いことが特徴です。農家住宅が主体でありますが、公的賃貸住宅においては、「帰ってこいよ

住宅」が 4 戸、定住促進住宅が 1 戸あります。また、東川町土地開発公社によって 2008 年度（平成 20

年度）より第 4 次造成された新栄団地は、全区画 25 区画が分譲終了しています。 

2015 年（平成 27 年）の第一地域自治振興区の人口は 604 人（全町のうち 7.4％）、世帯数は 227

世帯（全町のうち 7.2％）となっています。人口は 2000 年（平成 12 年）の 664 人から減少傾向でしたが、

2015 年（平成 27 年）に微増しました。 

2015 年（平成 27 年）の高齢化率は 42.2％と全地域自治振興区のうち最も高齢化が進んでいるととも

に、2010 年（平成 22 年）の高齢化率 33.6％と比較すると、急激に高齢化が進んでいます。 
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（４）第二地域自治振興区 

第二地域自治振興区が位置する地域は、工作作家のアトリエやカフェが散在し、大雪山などの眺望が

よい農村部です。農家住宅や工芸作家の住宅が主体ですが、公的賃貸住宅においては、地域優良賃貸

住宅が 1 戸、定住促進住宅が 2 戸あります。また、東川町土地開発公社によって 2011 年度（平成 23

年度）に造成されたガーデンコート・キトウシは全区画 18 区画が分譲終了しています。 

2015 年（平成 27 年）の第二地域自治振興区の人口は 782 人（全町のうち 9.6％）、世帯数は 297

世帯（全町のうち 9.5％）となっており、農村部 3 地域の中では最も人口規模が大きい地域となっています。

人口は2000年（平成12年）の789人から2010年（平成22年）の723人まで減少傾向でしたが、2015

年（平成 27 年）に増加しました。 

 2000 年（平成 12 年）の高齢化率は 29.8％、2015 年（平成 27 年）は 37.5％と高齢化が進んでい

るとともに、2015 年（平成 27 年）の高齢化率は第一地域自治振興区に次いで高くなっています。 

 

 

（５）第三地域自治振興区 

第三地域自治振興区が位置する地域は、農村部にあたるとともに、大雪山国立公園に近いことが特徴

です。農家住宅と現役生活を早期引退した人を中心とした一般住宅（優良田園住宅）が主体ですが、公

的賃貸住宅においては地域優良賃貸住宅が 1 戸、定住促進住宅が 1 戸あります。また、2012 年度（平

成 24 年度）に造成された友遊団地は、造成区画数 16 区画のうち、残区画数は 1 区画となっています。 

2015 年（平成 27 年）の第三地域自治振興区の人口は 525 人（全町のうち 6.5％）、世帯数は 284

世帯（9.1％）となっています。2000 年（平成 12 年）以降の人口をみると、増減を繰り返しています。 

高齢化が進行しているとともに、2015 年（平成 27 年）の年少人口割合は 8.0％（42 人）と全地域自治

振興区の中で最も低くなっています。 
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２－３ 住環境における課題 
（１）東川町の居住者からの視点 

【課題１：高齢化に対応した住環境の整備】 

本町では、人口は増加している一方で、長期的には高齢化が進行すると予測されており、特に団塊世

代の高齢化に伴った後期高齢者が急増すると推計されています。 

また、近年は転入人口が転出人口を上回り、社会増加となっていますが、その転入人口には、定年

後に移住する方も多く、今後さらなる高齢化率の上昇が見込まれます。 

地域ごとにみると、農村部では、市街地に比べて、高齢化率が高いことから、住み慣れた東川や地域

で住み続けることができるよう、ライフステージや身体状況に応じた住み替えや住み続けに向けた住宅を

整備するとともに、高齢者向けの生活支援や暮らしやすい住環境の整備が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※サービス付き高齢者向け住宅とは、高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等

を有し、介護・医療と連携し高齢者を支援するサービスを提供する住宅を指す。 

  

●長期的にみると高齢化が進行すると予測されている（特に後期高齢者が急増） 

●転入人口には、定年後に移住する方も多い 

●農村部は、市街地に比べると高齢化率が高い 

課題１：高齢化に対応した住環境の整備 

対策例・施策アイデア 

≪高齢者向けの住まいの整備・支援≫ 

○優良な住宅ストック形成に向けた住宅のリフォーム・改修の支援（改修費用の助成、安

心できる事業者の紹介など） 

○高齢者向け住宅の整備促進 

○既存住宅の売買、賃貸の支援（福祉施設へ入所などに伴う不動産の流通化など） 

 

≪住環境の整備≫ 

○乗り合いタクシーなど、移動手段の維持・確保 

○除雪支援 

○道路や建築物のバリアフリー化 

○空き家対策・利活用の推進 
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【課題２：子育て世代の移住・定住促進に向けた住環境の整備】 

本町では、生産年齢人口（15 歳～64 歳）が減少傾向にあり、将来的に地域活力の衰退や財政状況

の悪化につながることが予測されます。 

一方、近年は子育て世帯の転入も進んでおり、宅地分譲による新たな住宅立地が進むとともに、民間

賃貸住宅についても他町と比べると比較的立地している状況にあります。 

こうした状況を踏まえ、人口ビジョンでは、2060 年の出生率を 1.8 まで上昇させることを目指し、2020

年の目標人口を 8,067 人、2060 年の目標人口を 7,893 人に設定し、人口を 8,000 人前後を維持で

きるよう、社会増・自然増に対する施策を積極的に取り組むとしています。また、総合戦略においては、

子育て世代の移住・定住、UIJ ターンの促進を行うとともに、安心安全な子育て環境の創出に取り組むと

しています。 

そのため、今後も新たな人口流入を促進するためには、人を惹きつける“東川らしい”魅力的な居住

環境や景観の維持・向上を図り、子育て世帯向けの多様な住宅や魅力ある住宅を形成していくことが求

められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●生産年齢人口が減少傾向にあり、将来的に地域活力の衰退、財政状況の悪化に繋が

る可能性がある 

●子育て世代の転入が進んでおり、宅地分譲による住宅立地及び民間賃貸住宅も比較

的立地が進んでいる 

●人口ビジョン・総合戦略において、将来的に 8000 人前後を維持するため、社会増・自

然増に向けた子育て世代の移住・定住等に取り組むとしている 

 

課題２：子育て世代の移住・定住促進に向けた住環境の整備 

対策例・施策アイデア 

≪子育て世帯向けに多様な住宅形態・宅地供給≫ 

〇計画的で良質な宅地分譲の推進 

○優良な住宅ストック形成に向けた住宅の改修・リフォーム支援 

〇民間アパート・マンションのリフォーム支援 

〇若年世代や子育て世代向けの公的賃貸住宅の整備、入居の促進 

 

≪移住・定住の促進≫ 

〇空き家対策・利活用の推進  ※再掲 
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（２）東川町の住宅ストックからの視点 

【課題３：優良な住宅ストックの形成・不動産流通の活発化】 

本町は、近年人口流入が進み、人口増加で推移していますが、将来的には緩やかに人口減少段階

に移行していくと推計されています。 

特に、農村部では人口減少により管理不全による危険家屋の発生も見られ、将来的には市街地部に

おいても人口減少の進行に伴い、空き家の発生が予想されます。 

そのため、住宅のリフォーム・改修などによって、優良な住宅ストックの形成を図り、空き家の発生を抑

制するとともに、既存住宅や空き家・空き地などの不動産流通の活発化を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●人口増加で推移しているが、将来的には人口減少に転じると予測されており、市街地部

でも空き家の発生が懸念される 

●農村部では管理不全の危険廃屋が発生 

 

課題３：優良な住宅ストックの形成・不動産流通の活発化 

対策例・施策アイデア 

≪優良な住宅ストックの形成≫ 

○優良な住宅ストック形成に向けた住宅のリフォーム・改修の支援（安心・信頼できる事業

者の紹介） ※再掲 

○民間アパート・マンションのリフォーム支援  ※再掲 

○地震に強い住宅の建設・改修促進 

○きた住まいる制度の普及・促進 

 

≪既存住宅の流通を促進≫ 

○既存住宅の流通促進に向けた情報提供（インスペクション、住宅履歴情報保存の普及

啓発、住宅情報の収集、マッチング） ※再掲 

 

≪空き家の利活用≫ 

○空き家等対策計画の策定・推進 

○滞在施設等の確保 （短期、中長期滞在施設、寮など） 
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【課題４：公的賃貸住宅の適切な管理・活用】 

本町は、北海道平均や旭川市と比較して、公的賃貸住宅に居住する世帯割合が多く、需要が高い

状況となっており、計画的に老朽化した団地の建替えや改善を実施しています。 

一方、耐用年数を経過または1/2経過している住棟もあるため、今後の公的賃貸住宅の需要を見通

した上で、引き続き計画的な修繕や改善、建替えを行い、ライフサイクルコストを削減していくことが求め

られます。 

また、活用度が低く遊休化している公的不動産については、公的賃貸住宅への転用も含め、まちづく

りと一体となって、効果的に活用していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●北海道平均や旭川市と比較して、公的賃貸住宅へ居住する世帯割合は多い 

●公的賃貸住宅のうち、耐用年数を経過または 1/2 経過している住棟がある 

●活用度が低く遊休化している公的不動産は、まちづくりと一体となった活用が必要 

課題４：公的賃貸住宅の適切な管理・活用 

対策例・施策アイデア 

○公的賃貸住宅の計画的な修繕による維持管理 

○公的賃貸住宅の計画的な改善（長寿命化・居住性向上・安心安全の確保） 

○住宅セーフティネットとしての公的賃貸住宅の供給 

○耐用年数が過ぎた公的賃貸住宅の建替推進 

○若年世代や子育て世代向けの公的賃貸住宅の整備、入居の促進 ※再掲 
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（３）東川町の地域・産業からの視点 

【課題５：産業・交流を支える多様な住まい・滞在環境の充実】 

本町の基幹産業である農業は、就業者数が減少傾向となっていますが、今後もまちの基幹産業とし

て担い手を確保し、さらなる活性化を図るとともに、東川の美しい自然と田園風景を保全し、農業を支え

る住環境の整備が必要です。 

特に、東川町には UIJ ターンの就農が一定程度あるため、今後も UIJ ターン就農者への住宅支援を行

っていくことが求められます。 

また、豊かな自然環境を有する中で、旭川空港まで約 13 分と至近の距離にある交通利便性を活か

し、町の特色である「写真の町」の取組みや家具デザイン、クラフト等の産業の活性化や交流人口の拡

大を図るため、町に関わりのあるビジネスパーソンが短期滞在できる環境の充実が求められます。 

さらに、本町では、近年外国人の留学生や観光客が増加しており、公立初となる日本語学校の設立

や国際交流の取組みの効果が見られます。今後もこれらの取組みの活発化を図るため、急増する外国

人のニーズに応える滞在環境の充実が求められます。 

住宅着工件数は概ね横ばい傾向で推移していますが、建設業の就業者数は減少しており、地域経

済の活性化に寄与する住宅関連産業の振興策も求められています。 

このように既存住宅ストックや遊休化している住宅ストックを活用しながら、町の産業や交流を支える

多様な住まい・滞在環境の充実を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●東川町の基幹産業である農業の就業者数は減少傾向にあるが、UIJ ターン就農者は一

定程度いる 

●「写真の町」の取組みや家具デザイン、クラフト等の産業の活性化、交流人口の拡大に

向けた短期滞在環境の充実が求められる 

●外国人の留学生や観光客が急増しており、急増する外国人のニーズに応える滞在環境

の充実が求められる 

●建設業の就業者数は減少傾向 

課題５：産業・交流を支える多様な住まい・滞在環境の充実 

対策例・施策アイデア 

○産業後継者向けの支援住宅の整備 

○滞在施設等の確保（短期、中長期滞在施設、寮等） ※再掲 

○産業の活性化と移住・定住の促進に寄与する住環境の整備（就農者向けの UIJ ターン用

住宅等） 

○移住・定住・子育て住情報の提供 

○民間アパート・マンションの空き情報提供 

○東川を支える住宅・関連産業の振興 

○東川家具への助成（土地開発公社が実施） 



67 

【課題６：自然と調和した住環境の整備】 

本町では、東川風住宅設計指針や景観計画を策定し、自然と調和する東川らしい景観づくりを進め

ています。今後も東川らしさを維持し、魅力を高めていくためには、住宅分野においても官民が協働し、

一体感のある美しい住環境を整備することが求められます。 

加えて、地球環境との共生を目指した低炭素型社会の形成に向けて、住宅の省エネルギー化や再

生可能エネルギーの普及が求められており、東川の資源を活用し、自然と調和した住環境の整備が求

められます。 

また、大自然が蓄えた雪解け水による地下水や大雪山の見事な眺望が本町の財産であり、これらの

貴重な自然環境と調和した、道路や公園、上水（地下水利用も含む）、下水などの都市基盤施設の整

備や維持管理が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●東川風住宅設計指針や景観計画による、自然と調和する東川らしい景観づくりを推進 

●低炭素型社会の形成に向けて、住宅の省エネルギー化や再生可能エネルギーの普及

が必要 

●恵まれた自然環境と調和する都市基盤施設の整備や維持管理が必要 

課題６：自然と調和した住環境の整備 

対策例・施策アイデア 

≪自然と共生共存する住宅ストックの形成≫ 

○東川町景観計画の推進 

○東川風住宅設計指針に基づく美しい住宅、住宅地の形成 

○東川風住宅設計指針に基づく公的賃貸住宅の整備 

○地域材利用の推進 

○省エネルギー・再生可能エネルギー活用の促進 

 

≪自然環境と調和した住環境の整備≫ 

○東川町都市計画に基づく住環境の保全と計画的な市街地整備 

○安全な飲料水の安定的供給 

○農村地域における合併浄化槽の設置推進 
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第３章  住宅・住環境施策の理念と目標 

 

３－１ 住宅・住環境施策の理念・目標 
（１）住宅・住環境施策の基本理念 

プライムタウンづくり計画 21-Ⅱでは、基本理念を「人と自然がおりなす 輝きの大地 ひがしかわ」とし

ており、土地利用・基盤整備施策の基本目標として、「人と自然が共生するまちづくり」を掲げています。 

平成 24 年度に策定した第 2 期東川町住生活基本計画では、プライムタウンづくり計画 21-Ⅱの基本

目標を共有し、「人と自然が共生するまち、東川の住宅づくり」を基本理念とし、東川町の自然・風景に

調和し、様々な人が暮らしやすい住宅・住環境づくりに努め、まちの魅力を向上させてきました。 

第 3 期東川町住生活基本計画では、より一層の魅力的な住宅・住環境づくりを進めていくために、プ

ライムタウンづくり 21-Ⅲと目標を共有することを基本とし、住宅・住環境施策の基本理念を以下のように

設定します。 

 

 

 

 

 

 

人と自然が共生するまち、東川の住宅づくり 

第 3 期東川町住生活基本計画の基本理念（目指す方向） 



69 

  

（２）住宅・住環境施策の基本目標 

基本理念の実現に向けて、第 2 章で整理した東川町の現状、課題を踏まえ、次の 4 つの基本目標を

設定します。これらの基本目標は、東川町の今後の住宅・住環境づくりの理念を具体的に示すものであ

り、この目標の実現を通じ、基本理念の達成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題４ 

公的賃貸住宅の 

適切な管理・活用 

課題１ 

高齢化に対応した 

住環境の整備 

課題２ 

子育て世代の 

移住・定住促進に向

けた住環境の整備 

課題３ 

優良な住宅ストック

の形成、不動産流通

の活発化 

課題５ 

産業・交流を支える 

多様な住まい・滞在

環境の充実 

課題６ 

自然と調和した 

住環境の整備 

住宅施策の課題 基本理念 

人
と
自
然
が
共
生
す
る
ま
ち
、
東
川
の
住
宅
づ
く
り 

基本目標１ 

東川らしい美しい風景を 

守り育てる 

住宅・住環境づくり 

基本目標 

基本目標２ 

安心・安全に 

東川に住み続けられる 

住宅・住環境づくり 

基本目標３ 

新たなひとを呼び込み、 

まちの活性化を支える 

住宅・住環境づくり 

基本目標４ 

予防保全的な 

維持管理による優良な 

住宅・住環境づくり 

→課題６に対応 

→課題１に対応 

→課題２、課題５に対応 

→課題３、課題４に対応 
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東川町では、これまで「東川風住宅設計指針」や「東川町景観計画」を策定し、大雪山や田園風景と

調和する東川らしい風景づくりを進め、魅力の向上に努めてきました。 

今後も東川町民が誇りや愛着を持てる風景づくり、また町外から人を惹きつける美しい風景づくりを進

めていくため、東川の風景に馴染む住宅・住環境づくりを目指します。 

具体的には、「東川町景観計画」の推進や「東川風住宅設計指針」に基づく美しい住宅・住宅地の形

成などを図る「基本施策 1-1 人を惹きつけ、自然と共生共存する美しい住宅・住環境の形成」を位置

付けます。また、計画的な市街地整備や安心安全な飲料水の供給などを推進する「基本施策 1-2 東

川の魅力を活かした、快適な住環境の保全・整備」を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東川町では、長期的には高齢化が進行する見込みであり、今後は特に後期高齢者が増加すると考え

られます。また、東川町の基幹産業である農業を支える農村部では、市街地と比較して高齢化率が高

い傾向にあります。このような状況を受けて、高齢者が住み慣れた東川や各地域自治振興区に住み続

けられる住宅・住環境づくりが求められています。 

そのため、高齢者をはじめとする町民が希望する地域、住宅形式で、安心安全に暮らせる住宅・住環

境づくりを目指します。 

具体的には、住宅リフォーム・改修の支援や高齢者向け住宅の整備促進などを図る「基本施策 2-1 

ライフステージに応じた住まいの環境整備」を位置付けます。また、それに併せて、移動手段の維持・確

保や除雪支援などの暮らしやすい住環境の整備を進める「基本施策 2-2 安心安全な住環境の整備」

を位置付け、ハード面、ソフト面の両面から安心安全な住宅・住環境づくりを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

  

東川らしい美しい風景を守り育てる住宅・住環境づくり 基本目標１ 

安心・安全に東川に住み続けられる住宅・住環境づくり 基本目標２ 

基本目標 1 に対応する基本施策 

基本施策１―１ 人を惹きつけ、自然と共生共存する美しい住宅・住環境の形成 

基本施策１－２ 東川の魅力を活かした、快適な住環境の保全・整備 

基本目標２に対応する基本施策 

基本施策２－１ ライフステージに応じた住まいの環境整備 

基本施策２－２ 安心安全な住環境の整備 
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「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、子育て世代の移住・定住、UIJ

ターンの促進を行うとともに、安心安全な子育て環境の創出に取り組むとしており、住宅・住環境施策と

一体となり、総合的に進めていくことが求められています。また、まちの基幹産業である農業の担い手の

確保や町外人材との交流、国際交流のさらなる活性化を支える住宅・住環境づくりも求められていま

す。 

そのため、子育て世代や若者、農業・産業後継者、ビジネスパーソン、外国人などの新たな人々を惹

きつけ、産業の活性化や多様な交流を促進し、まちの活性化を支える住宅・住環境づくりを目指します。 

具体的には、宅地分譲の推進、戸建て住宅や民間アパート・マンションの住宅リフォーム・改修支援な

どを促進する「基本施策 3-1 多様な住宅形態・宅地供給」を位置付けます。また、産業後継者向けの

支援住宅の整備や滞在施設の確保などを図る「基本施策 3-2 産業・交流など地域の活性化を支える

住宅・住環境づくり」を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東川町では、今後人口・世帯数は一定程度増加すると見込まれていますが、将来的には緩やかに人

口減少に転じると推計されています。そのため、空き家の発生を抑制するとともに、既存住宅、空き地・

空き家などの不動産流通の活性化を図ることが重要であり、公的賃貸住宅においては、ライフサイクルコ

スト削減に向けて、計画的な修繕や改善、建替えが求められています。 

そのため、将来を見通した予防保全的な住宅ストックの管理を推進し、優良な住宅ストックの形成を

図り、魅力的な住環境の維持向上を目指します。 

具体的には、民間住宅においては、戸建て住宅や民間アパート・マンションの住宅リフォーム・改修支

援やきた住まいる制度の活用などを促進する「基本施策 4-1 優良な民間住宅ストックの形成」を位置

付けます。また、公的賃貸住宅においては、長期的な視点に立った修繕・改善や建替えを進める「基本

施策 4-2 計画的な公的賃貸住宅の維持管理」を行います。 

 

 

 

 

 

  

新たなひとを呼び込み、まちの活性化を支える住宅・住環境づくり 基本目標３ 

予防保全的な維持管理による優良な住宅・住環境づくり 基本目標４ 

基本目標３に対応する基本施策 

基本施策３－１ 多様な住宅形態・宅地供給 

基本施策３－２ 産業・交流など地域の活性化を支える住宅・住環境づくり 

基本目標４に対応する基本施策 

基本施策４－１ 優良な民間住宅ストックの形成 

基本施策４－２ 計画的な公的賃貸住宅の維持管理 
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基本理念の具体化および基本目標の明確な達成を目指し、以下の3つの重点プロジェクトを設定しま

す。重点プロジェクトとは、各個別施策をプロジェクトとして一体的に行うことで、個別施策間の相乗効果

を狙い、より効果的な住宅・住環境づくりを目指すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点プロジェクト 

重点プロジェクト 

プロジェクト１ “東川スタイル”を創造する総合的な住まいづくり・まちづくりの推進 

プロジェクト２ 美しい風景と地域のブランドを守り育てる高性能な東川風住宅の普及促進 

プロジェクト３ 空き家等も含めた既存住宅ストック活用の推進 
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課題１ 

高齢化に 

対応した 

住環境の整備 

課題２ 

子育て世代の 

移住・定住促進

に向けた住環境

の整備 

課題３ 

優良な住宅スト

ックの形成、 

不動産流通の 

活発化 

課題４ 

公的賃貸 住宅

の適切な 

管理・活用 

課題５ 

産業・交流を 

支える 

多様な住まい・ 

課題６ 

自然と調和した 

住環境の整備 

住宅施策の課題 基本理念 

人
と
自
然
が
共
生
す
る
ま
ち
、
東
川
の
住
宅
づ
く
り 

基本目標１ 

東川らしい美しい風景を 

守り育てる 

住宅・住環境づくり 

基本目標 基本施策 

○東川町景観計画の推進 

○東川風住宅設計指針に基づく美しい住宅、住宅地の形成 

○東川風住宅設計指針に基づく公的賃貸住宅の整備 

○地域材利用の推進 

○省エネルギー・再生可能エネルギー活用の促進 

基本目標２ 

安心・安全に 

東川に住み続けられる 

住宅・住環境づくり 

基本目標３ 

新たなひとを呼び込み、 

まちの活性化を支える 

住宅・住環境づくり 

基本目標４ 

予防保全的な 

維持管理による優良な 

住宅・住環境づくり 

○優良な住宅ストック に向けたリフォーム・改修の支援    

○高齢者向け住宅の整備促進  

○既存住宅の流通促進に向けた情報提供 【新規】 

○空き家対策・利活用の推進 

 

○乗り合いタクシーなど、移動手段の維持・確保 

○除雪支援 

○道路や建築物のバリアフリー化 

〇計画的で良質な宅地分譲の推進 

○

○民間アパート・マンションのリフォーム支援  

○  

○空き家対策・利活用の推進 ※再掲 

 

○

○民間アパート・マンションのリフォーム支援 ※再掲 

○地震に強い住宅の建設・改修促進 

○きた住まいる制度の普及・促進   

○既存住宅の流通促進に向けた情報提供 【新規】※再掲 

○空き家等対策計画の策定・推進 【新規】 

○公的賃貸住宅の計画的な修繕による維持管理 

○

 

○耐用年数が過ぎた公的賃貸住宅の建替推進  

○住宅セーフティネットとしての公的賃貸住宅の供給 

○

 

○産業後継者向けの支援住宅の整備  

○

○滞在施設等の確保  

○移住・定住・子育て住情報の提供 

○民間アパート・マンションの空き情報提供 

○東川を支える住宅・関連産業の振興

○東川家具への助成 

基本施策２－１ 

ライフステージに応じた 

住まいの環境整備 

基本施策２－２ 

安心安全な住環境の整備 

基本施策４－１  

優良な民間住宅ストックの 

形成 

基本施策４－２  

計画的な公的賃貸住宅の 

維持管理 

基本施策３－１ 

多様な住宅形態・宅地供給 

基本施策３－２  

産業・交流など地域の活性化

を支える住宅・住環境づくり 

個別施策 

基本施策１－１ 

人を惹きつけ、 

自然と共生共存する 

美しい住宅・住環境の形成 

→課題６に対応 

→課題１に対応 

→課題２、課題５に対応 

→課題３、課題４に対応 

基本施策１－２ 

東川の魅力を活かした、 

快適な住環境の保全・整備 

○  

○安全な飲料水の安定的供給 

○農村地域における合併浄化槽の設置推進 

重点プロジェクト 

プロジェクト１ 

 

“東川スタイル”を 

創造する総合的な 

住まいづくり・まちづくり

の推進 
 

プロジェクト２ 

 

美しい風景と 

地域のブランドを 

守り育てる 

高性能な東川風住宅

の普及促進 

 

 

プロジェクト３ 

 

空き家等も含めた 

既存住宅ストック活用

の推進 
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（ページ調整用白紙ページ） 
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３－２ 住宅供給フレームの検討 
（１）人口の設定 

「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方人口ビジョン」では、2025 年および 2030 年の将

来目標人口をそれぞれ 8,128 人、8,169 人としています。 

そのため、本計画の目標年次（2027 年）における人口については、2025 年と 2030 年の人口を直線

で近似した 8,144 人とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）一般世帯数、住宅に住む一般世帯数の設定 

ストック推計プログラム（国土交通省）を用いて、「写真文化首都東川町 まち・ひと・しごと創生地方

人口ビジョン」の将来目標人口をベースに、将来の一般世帯数を推計すると、2025年および2030年で

はそれぞれ 3,351 世帯、3,362 世帯と推計されます。 

そのため、目標年次（2027 年）における一般世帯数については、2025 年と 2030 年の一般世帯数を

直線で近似した、3,355 世帯とします。 

そのうち、目標年次（2027年）の住宅に住む一般世帯数に関しては、2015年（平成27年）の一般世

帯数に占める割合 97.1％を適用して、3,257 世帯と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 55 目標年次の一般世帯数、住宅に住む一般世帯数の設定 

2005年
（平成17年）
（国勢調査）

2010年
（平成22年）
（国勢調査）

2015年
（平成27年）
（国勢調査）

2025年
（人口ビジョン）

2030年
（人口ビジョン）

2027年
目標年次
（推計）

7,701 7,859 8,111 8,128 8,169 8,144総人口（人）

実績値 推計値

図 54 目標年次の人口の設定 

2005年
（平成17年）
（国勢調査）

2010年
（平成22年）
（国勢調査）

2015年
（平成27年）
（国勢調査）

2025年
（ストック推計

プログラム）

2030年
（ストック推計

プログラム）

2027年
目標年次
（推計）

(世帯） 2,921 2,965 3,132 3,351 3,362 3,355

（世帯） 2,770 2,843 3,040 3,257

（割合） 94.8% 95.9% 97.1% 97.1%

一般世帯数

うち、住宅に住む
一般世帯数

実績値 推計値
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（３）住宅所有関係別住宅供給フレーム 

目標年次（2027 年）における各種住宅（持ち家、公的借家、民間借家、給与住宅、間借り等）に住む

世帯数の推計は、目標年次の各種住宅に住む世帯数割合を設定し、住宅に住む一般世帯数 3,257

世帯に乗じることにより推計します。 

この結果、目標年次（2027 年）における公的借家（公的賃貸住宅）の供給フレームは 387 世帯と推

計されます。管理戸数は、公営住宅等長寿命化計画の検討と相互に整合を取りながら設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※目標年次における、住宅に住む一般世帯数に占める、各種住宅に住む世帯数の割合の設定 

・持ち家：直近 10 年間通じて横ばい傾向であるため、10 年間の平均値により算出。 

・民間借家（民間アパート・マンション）：直近 10 年間で微増傾向にあるため、1 次関数近似により算出。 

・給与住宅：直近 10 年間で減少傾向であるため、指数関数近似により算出。 

・間借り等：10 年間の平均値により算出。 

・公営住宅（公的賃貸住宅）：上記割合の合計を 100％から差し引き算出。 

                  【100％-（持ち家割合+民間借家割合+給与住宅割合+間借り等割合）】 

住宅に住む一般世帯

3,257 世帯 

2005年
（平成17年）
（国勢調査）

2010年
（平成22年）
（国勢調査）

2015年
（平成27年）
（国勢調査）

2,770 2,843 3,040

持ち家 2,033 2,103 2,218

公的借家（公的賃貸住宅） 299 368 350

民間借家（民間アパート・マンション） 320 312 375

給与住宅 89 47 53

間借り等 29 13 44

（世帯数）

住宅に住む一般世帯数

2027年
目標年次
（推計）

3,257

持ち家 2,392

公的借家（公的賃貸住宅） 387

民間借家（民間アパート・マンション） 422

給与住宅 24

間借り等 32

（世帯数）

住宅に住む一般世帯数

直近 10 年間の傾向を踏まえ、 

目標年次の割合を設定（※） 

2027年
目標年次
（推計）

100.0%

持ち家 73.4%

公的借家（公的賃貸住宅） 11.9%

民間借家（民間アパート・マンション） 13.0%

給与住宅 0.7%

間借り等 1.0%

（割合）

住宅に住む一般世帯数

2005年
（平成17年）
（国勢調査）

2010年
（平成22年）
（国勢調査）

2015年
（平成27年）
（国勢調査）

100% 100% 100%

持ち家 73.4% 74.0% 73.0%

公的借家（公的賃貸住宅） 10.8% 12.9% 11.5%

民間借家（民間アパート・マンション） 11.6% 11.0% 12.3%

給与住宅 3.2% 1.7% 1.7%

間借り等 1.0% 0.5% 1.4%

（割合）

住宅に住む一般世帯数

図 56 住宅所有関係別住宅供給フレームの設定 

2,033 2,103 2,218 2,392 

299 368 350 
387 320 312 375 
422 

89 47 
53 

24 
29 13 
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2,770 2,843 
3,040 

3,257 

0
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2005年
（平成17年）

(国勢調査)

2010年
（平成22年）

(国勢調査)

2015年
（平成27年）

(国勢調査)

2027年
(推計)

（世帯）

※合計：住宅に住む一般世帯

合計

間借り等

給与住宅

民間借家

公的借家

持ち家

将
来
住
宅
供
給
フ
レ
ー
ム 

図 57 住宅所有関係別住宅供給フレーム 
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第４章  住宅・住環境施策の展開方針 

 

４－１ 基本目標１ 東川らしい美しい風景を守り育てる住宅・住環境づくり 
（１）基本施策１－１ 人を惹きつけ、自然と共生共存する美しい住宅・住環境の形成 

東川町では、これまで、大雪山や田園風景と調和する、東川らしい風景づくりに努め、魅力の向上に

努めてきました。今後も、これまで培われてきた美しい風景を引き継ぎ、町内外の人を惹きつけるように、

さらに高めていくことが求められます。 

そのため、以下の 5 つの施策を推進します。 

 

 

【個別施策】 

〇東川町景観計画の推進 

・「写真の町」に相応しい写真うつりの良い町を将来にわたり保全・形成するため、東川町景観計画に基

づく景観づくりを進めます。 

 

〇東川風住宅設計指針に基づく美しい住宅、住宅地の形成 

・住宅は“まち”を構成する要素であり、町民が住宅外観の社会性を理解し、共同意識を持った住宅づく

りを行うことを推進するため、東川風住宅設計指針の普及と指針に基づく設計誘導により、大雪山の

山並みと調和するゆとりとうるおいのある景観づくりを進めます。 

・北海道が推進する、北国の気候風土に適した「北方型住宅」をはじめとした「きた住まいるブランド住宅」

や、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成 20 年法律第 87 号）に規定する「長期優良住宅」

などとも連携・活用を図りながら、東川の風土に合った住まいづくりを進めます。 

 

〇東川風住宅設計指針に基づく公的賃貸住宅の整備 

・公的賃貸住宅が景観と調和した住宅のモデルとなるよう、東川風住宅設計指針を踏まえた新規整備

や建替え、改善事業の実施に努めます。 

 

〇地域材利用の推進 

・広大な森林面積を有する北海道において、森林・林業の再生や雇用の創出、地球温暖化の防止など

へ貢献するため、東川町における公的賃貸住宅や公共施設をはじめ、民間住宅も含め、地域全体で

地域材※の積極的な利用を推進します。 

※地域材…北海道内の森林から算出され、道内で加工された木材を指す。 

 

〇省エネルギー・再生可能エネルギー活用の促進 

・環境問題に配慮した生活と環境にやさしいまちづくりを推進するため、省エネルギーや再生可能エネル

ギーの活用を促進します。 

・民間住宅に対する住宅省エネルギー基準への適合や薪ストーブの設置など間伐材の利活用を促進

するとともに、公的賃貸住宅においては省エネルギー化など、環境共生に配慮した住宅整備を進めま

す。  
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（２）基本施策１－２ 東川の魅力を活かした、快適な住環境の保全・整備 

本町の財産の一つとして、大雪山からの銘水である地下水や大雪山の眺望などがあげられる中で、

今後もこれらの貴重な自然環境と調和した、住宅・住環境整備や都市基盤整備を行うことにより、本町

の財産を保全・活用した住環境の整備を行っていくことが求められます。 

そのため、以下の 3 つの施策を推進します。 

 

 

【個別施策】 

〇東川町都市計画に基づく住環境の保全と計画的な市街地整備 

・東川町が独自に定めている東川町都市計画に基づき、市街地の土地利用や道路配置を定め、計画

的な市街地の整備により、良好な住環境を確保します。 

・緩衝緑地の確保など、工業地と住宅地との共存を図る対策や、宅地造成にあわせた生活道路の整備、

町道の計画的な整備とネットワーク化、公園の整備・管理と遊具の設置・更新により、町民の住環境向

上に繋がる環境整備を推進します。 

 

〇安全な飲料水の安定的確保 

・東川町の大きな財産となっている地下水について、今後も安全性の確認を続け、飲料水として活用で

きるよう、安定的な確保に努めます。 

 

〇農村地域における合併浄化槽の設置促進 

・生活環境の保全および公衆衛生向上のため、農村地域などの下水処理区域外において、合併浄化

槽の設置や検査費用の助成を行い、合併浄化槽の普及や適切な維持管理を促進します。 
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４－２ 基本目標２ 安心・安全に東川に住み続けられる住宅・住環境づくり 
（１）基本施策２－１ ライフステージに応じた住まいの環境整備 

東川町では、長期的には高齢化が進むと見込まれており、高齢者が住み慣れた地域で住み続けるこ

とができるよう、ライフステージや身体状況に応じた住み替えや、リフォーム・改修による住環境づくりを支

援することが求められます。 

そのため、個別施策として、以下の４つの施策を推進します。 

 

 

【個別施策】 

〇優良な住宅ストック形成に向けたリフォーム・改修の支援 

・優良な住宅ストックを形成し、高齢者が住み慣れた地域で住み続けられるよう、既存住宅のリフォー

ム・改修に関する支援を行います。 

・ライフステージに応じた住み替えの実現に向けて、既存住宅の売却・賃貸などの活用や空き家に関す

る相談対応・情報提供に努めます。 

 

〇高齢者向け住宅の整備促進 

・生活に必要な支援やサービスを受けながら、高齢者が住み慣れた地域で、安心安全に住み続けられ

るように、福祉部局と連携し、サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームなど、高齢者向け住宅

の整備を促進します。 

・高齢者等が安心して民間アパート・マンションなどに円滑に入居できるよう、国が進める新たな住宅セ

ーフティネット制度や北海道が実施する北海道あんしん賃貸支援事業など、各施策や事業と連携・活

用しながら、入居や住まいに関する情報提供、相談体制などの充実を図ります。 

 

〇既存住宅の流通促進に向けた情報提供 【新規】 

・既存住宅の売買や賃貸など、不動産流通を促進するため、町内に有する住宅情報を町ホームページ

に掲載するなど、既存住宅に関する情報提供に努めます。 

 

〇空き家対策・利活用の推進 

・移住・定住の促進や産業の活性化、景観の改善やコミュニティの活性化など、町のまちづくりを推進す

るために活用を図るべき空き家や空き地については、必要な改修を行った上で利活用を推進します。 

・危険廃屋をはじめとする適切に管理されていない不良住宅・空き家については、安全性の低下や公衆

衛生の悪化などの影響を及ぼすため、所有者に協力を仰ぎ、不良住宅・空き家の除却等を推進しま

す。 
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（２）基本施策２－２ 安心安全な住環境の整備 

高齢者が安心・安全に住み続けられる住宅・住環境を整備していくためには、各住宅の整備をはじめ

とするハード整備に加え、安心して外出できるようなソフト整備も必要不可欠となります。 

そのため、以下の３つの施策を進め、東川町全体として、高齢者が安心安全に暮らせる住環境の整

備を目指します。 

 

 

【個別施策】 

〇乗り合いタクシーなど、移動手段の維持・確保 

・町民の生活の足として、乗り合いタクシーや町営スクールバス・民営路線バスなど、地域の実情に応じ

た持続可能な生活交通の確保に努めます。 

 

〇除雪支援 

・冬季も安全安心に暮らせるように、高齢者や障がい者など、自力での除雪が困難な世帯を対象とした

除雪サービスの実施による支援を行います。 

 

〇道路や建築物のバリアフリー化 

・東川町全体として安心・安全な住環境の整備を促進していく上では、各住宅のみならず、公共施設や

道路などのインフラもあわせてバリアフリー化の推進を図る必要があります。そのため、他部局との横

断的な協力体制により、安心・安全な住環境の整備に寄与する、各公共施設や道路等の改修を図り

ます。 
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４－３ 基本目標３ 新たな人を呼び込み、まちの活性化を支える住宅・住環境づくり 
（１）基本施策３－１ 多様な住宅形態・宅地供給 

子育て世代などの新たな人を呼び込むためには、様々なライフスタイルに応じて、多種多様な住宅形

態（戸建、民間アパート・マンション、公的賃貸住宅など）から、その人に合った住宅を選択できる住宅・

住環境づくりが求められます。 

そのため、個別施策として、以下の 5 つの施策を推進します。 

 

 

【個別施策】 

〇計画的で良質な宅地分譲の推進 

・町土地開発公社や民間開発事業者による、計画的で良質な宅地造成・宅地分譲を推進・促進します。

また、「美しい東川の風景を守り育てる条例」に基づく開発指導と良質な宅地開発、住環境の確保を

行います。 

 

〇優良な住宅ストック形成に向けたリフォーム・改修の支援 （※基本施策２―１（P79）の再掲） 

・優良な住宅ストックを形成し、子育て世代などの移住・定住を促進するため、既存住宅のリフォーム・

改修に関する支援を行います。（二世帯住宅など） 

・既存住宅の売買・賃貸などの活用や空き家に関する相談対応・情報提供を行います。 

 

〇民間アパート・マンションのリフォーム支援 

・民間アパート・マンションを優良な住宅ストックとして長期間活用するため、改修に関する情報提供やバ

リアフリー化や外壁改修に対する助成など、改修・リフォームに関する支援を検討します。 

 

〇若年世代や子育て世代向けの公的賃貸住宅の整備・入居の促進 

・若年世代・子育て世代の移住・定住を促進し、居住の安定確保に向けて、公的賃貸住宅の新規整

備・建替えを推進します。 

・また、公的賃貸住宅の募集において、若年世代・子育て世代の優先入居に配慮します。 

 

〇空き家対策・利活用の推進 （※基本施策２―１（P79）の再掲） 

・移住・定住の促進や産業の活性化、景観の改善やコミュニティの活性化など、町のまちづくりを推進す

るために活用を図るべき空き家や空き地については、必要な改修を行った上で利活用を図ります。 

・危険廃屋をはじめとする適切に管理されていない不良住宅・空き家については、安全性の低下や公衆

衛生の悪化などの影響を及ぼすため、所有者に協力を仰ぎ、不良住宅・空き家の除却等を推進しま

す。 
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（２）基本施策３－２ 産業・交流など地域の活性化を支える住宅・住環境づくり 

農業の担い手確保や産業の活性化に向けて、住宅・住環境施策として、就業者の希望を考慮した住

宅整備や町内事業者の支援が求められます。 

また、町外人材との交流、国際交流のさらなる活性化など、新たな人を呼び込むために、施設整備や

情報提供など、ハード・ソフト両面から、効果的に事業を行っていくことが求められます。 

そのため、個別施策として、以下の 7 つの施策を推進します。 

 

 

【個別施策】 

〇産業後継者向けの支援住宅の整備 

・UIJ ターンで東川町に居住する、農業や商工業などの産業後継者に向けた住環境づくりを支援するた

め、市街地や農村地域において地域優良賃貸住宅の新規整備を推進します。 

 

〇産業の活性化と移住・定住の促進に寄与する住環境の整備 

・産業の活性化及び安全安心な暮らしによる豊かなコミュニティを創造するため、二世帯住宅などを希

望する UIJ ターン者や産業後継者、町内で開業する新規出店者向けの住宅整備の推進や住宅取得

に対する支援を行います。 

 

〇滞在施設等の確保 

・旭川空港に近接する交通利便性や東川らしい豊かな自然環境を活かし、移住希望者や外国人、学

生・留学生、イベント参加者、観光客などが短期または中長期で町内に滞在できる施設を確保に努め

ます。 

 

〇移住・定住・子育て住情報の提供 

・転入希望者が安心して転入でき、また町民が快適に暮らすことができるよう、移住・定住・子育て支援

に関する情報を提供します。 

 

〇民間アパート・マンションの空き情報提供 

・民間アパート・マンションの空き室解消と入居希望者の住宅確保を促進するため、民間アパート・マンシ

ョン管理者との連携を図りながら、民間アパートマンションの空き情報を提供します。 

 

〇東川を支える住宅関連産業の振興 

・建設業の就業者数が減少傾向にある中、東川町の経済や雇用を支える、住宅関連産業の振興に向

けて、地域材の活用を図るとともに、東川町が助成する事業に対しては町内事業者による施工を要件

とするなど、産業振興を図ります。 

 

〇東川家具への助成 

・東川町の経済と雇用を支える家具製造業の振興を図るとともに、東川家具の文化を守り育てることに

努めます。 
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４－４ 基本目標４ 予防保全的な維持管理による優良な住宅・住環境づくり 
（１）基本施策４－１ 優良な民間住宅ストックの形成 

今後人口減少が予測されている東川町では、既存住宅の不動産流通の活性化などを通じた、空き

家や空き地の発生抑制が求められています。そのため、将来を見通した予防保全的な住宅ストックの整

備促進により、不動産流通に資するような優良な住宅ストックの形成を目指します。 

そのため、以下の 6 つの施策を推進します。 

 

 

【個別施策】 

〇優良な住宅ストック形成に向けたリフォーム・改修の支援 （※基本施策２―１（P79）、３―１（P81）の再掲） 

・優良な住宅ストックを形成するため、既存住宅のリフォーム・改修に関する支援を行います。 

・既存住宅の売買・賃貸などの活用や、空き家に関する相談対応・情報提供を行います。 

 

〇民間アパート・マンションのリフォーム支援 （※基本施策３―１（P81）の再掲） 

・民間アパート・マンションを優良な住宅ストックとして長期間活用するため、改修に関する情報提供やバ

リアフリー化や外壁改修に対する助成など、改修・リフォームに関する支援を検討します。 

 

〇地震に強い住宅の建設・改修促進 

・優良な住宅ストックとして、安全性を確保した住宅整備を進めていくため、既存住宅への耐震改修工

事への助成を行うなど、「東川町耐震改修促進計画」に基づき、住宅の耐震化を推進します。 

 

〇きた住まいる制度の普及・促進 

・良質な住宅を安心して取得し、維持管理できる環境づくりを進めるため、北海道が推進する「きた住ま

いる」制度を推進します。 

 

〇既存住宅の流通促進に向けた情報提供 【新規】 （※基本施策２―１（P79）の再掲） 

・既存住宅の売買や賃貸など、不動産流通を促進するため、町内に有する住宅情報を町ホームページ

に掲載するなど、既存住宅に関する情報提供に努めます。 

 

〇空家等対策計画の策定・推進 【新規】 

・老朽化した危険廃屋への対応や既存住宅ストックを有効活用するため、民間住宅の流通状況や空き

家の発生状況を見ながら、空家等対策計画の策定を検討し、計画的な除却または空き家・空き地の

活用を推進します。 
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（２）基本施策４－２ 計画的な公的賃貸住宅の維持管理 

公的賃貸住宅においては、ライフサイクルコスト削減が求められる中、計画的な修繕や改善、建替え

が重要となります。「第２期公営住宅等長寿命化計画」の内容について、社会環境の変化などを踏まえ

て着実に実行していくとともに、町営住宅等についても、将来を見通して予防保全的に管理していくこと

が必要となります。 

そのため、個別施策として、以下の 5 つの施策を推進します。 

 

 

【個別施策】 

〇公的賃貸住宅の計画的な修繕による維持管理 

・長期にわたって良好に維持管理していくため、定期点検や日常点検を実施し、点検結果に基づき、経

年劣化に応じた適時適切な修繕を計画的に実施して計画的に修繕を実施します。 

 

〇公的賃貸住宅の計画的な改善（長寿命化・居住性向上・安心安全の確保） 

・住宅の長寿命化や居住性の向上、入居者の安心安全な生活の確保などを進めるため、「第２期公営

住宅等長寿命化計画」に基づき、計画的に改善を行います。 

・町営住宅等についても、住棟の耐用年数や劣化の状況に応じて改善事業を検討します。 

 

〇耐用年数が過ぎた公的賃貸住宅の建替推進 

・「第２期公営住宅等長寿命化計画」に基づき、耐用年数を経過し、老朽化が進んでいる団地の再生を

推進します。 

 

〇住宅セーフティネットとしての公的賃貸住宅の供給 

・公的賃貸住宅の建替えに伴い、町内で低家賃の住宅が減少しているため、住宅セーフティネットとして

の住宅を確保するため、安心して居住できる低家賃の公的賃貸住宅の確保に努めます。 

・公的賃貸住宅に対する需要は高い状況にあり、今後も住宅セーフティネットとして希望者を受け入れる

ため、将来人口や住宅供給フレームを踏まえた上で、公的賃貸住宅の新規整備を努めます。 

 

〇若年世代や子育て世代向けの公的賃貸住宅の整備、入居の促進 （※基本施策３－１（P81）の再掲） 

・若年世代・子育て世代の移住・定住を促進し、居住の安定確保に向けて、公的賃貸住宅の新規整

備・建替えを推進します。 

・また、公的賃貸住宅の募集において、若年世代・子育て世代の優先入居に配慮します。 
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表 7 長期的な見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間 構想期間

計画期間

実施戸数

A1～A4 20 簡平
1975～

1976

S50～

S51

1990～

1991

2005～

2006
建替え 8 除却 8 除却 4 除却 20 0

B1～B2

C1～C2
16 簡平

1977～

1978

S52～

S53

1992～

1993

2007～

2008
個別改善

UB＋３か所給湯＋

TVｱﾝﾃﾅ集約化＋ｲ

ﾝﾀｰﾎﾝ
16 改善 16 16

仮1～仮8 - 木造
2021～
2024

-
2036～
2039

2051～
2054

建替え 4 建設 4 建設 4 建設 4 建設 16 16

東町４丁目
A1～A4

B1～B4
16 木造

2007～

2008

H19～

H20

2022～

2023

2037～

2038
個別改善 屋根P+外壁P+換気 8 改善 8 改善 16 16 8

耐用

年数

終了

8

耐用

年数

終了

清流
A1、

A3～A5

B1～B5
18 木造

2010～

2014

H22～

H26

2025～

2009

2040～

2044
修繕対応 0 18 個別改善

屋根P+外

壁P
8 改善 10 改善 4

耐用

年数

終了

4

耐用

年数

終了

4

耐用

年数

終了

4

耐用

年数

終了

2

耐用

年数

終了

A1～A3 24 簡二
1984～

1987

S59～

S62

2007～

2010

2029～

2032
個別改善

TVｱﾝﾃﾅ集約化+ｲﾝ

ﾀｰﾎﾝ
24 改善 24 24 8

耐用

年数

終了

8

耐用

年数

終了

8

耐用

年数

終了

A4 8 耐火 1989 H1 2024 2059 個別改善
TVｱﾝﾃﾅ集約化+ｲﾝ

ﾀｰﾎﾝ
8 改善 8 8

A1～A2 12 簡二
1985～

1986

S60～

S61

2008～

2009

2030～

2031
個別改善

TVｱﾝﾃﾅ集約化+ｲﾝ

ﾀｰﾎﾝ
12 改善 12 12 6

耐用

年数

終了

6

耐用

年数

終了

A3 12 耐火 1988 S63 2023 2058 個別改善
TVｱﾝﾃﾅ集約化+ｲﾝ

ﾀｰﾎﾝ
12 改善 12 12

清流中央 A1～A2 30 耐火
2001～

2002

H13～

H14

2036～

2037

2071～

2072
個別改善

屋上防水・外壁P+ｲ

ﾝﾀｰﾎﾝ
15 改善 15 改善 30 30

A1～A4 16 簡平
1979～

1981

S54～

S56

1994～

1996

2009～

2011
個別改善

UB＋３か所給湯＋

TVｱﾝﾃﾅ集約化＋ｲ

ﾝﾀｰﾎﾝ
16 改善 16 16

B1～B2 12 耐火
1997～

1998

H9～

H10

2032～

2033

2067～

2068
修繕対応 0 12

B3 6 耐火 1999 H11 2034 2069 個別改善
屋上防水+外壁P+ｲ

ﾝﾀｰﾎﾝ
6 改善 6 6

西 A1～A4 57 耐火
2003～

2006

H15～

H18

2038～

2041

2073～

2076
個別改善

屋上防水+外壁P+

換気
15 改善 15 改善 15 改善 12 改善 57 57

A1～A5 40 耐火
1990～

1994
H2～H6

2025～

2029

2060～

2064
修繕対応 0 40

A6 12 耐火 1995 H7 2030 2065 個別改善
屋上防水+外壁P+

換気
12 改善 12 12

A1～A6 12 木造
2016～

2017

H28～

H29

2031～

2032

2046～

2047
修繕対応 0 12 個別改善

屋根P+外

壁P
6 改善 6 改善 6

耐用

年数

終了

6

耐用

年数

終了

B1～B4 - 木造
2018～
2019

H30～
H31

2033～
2034

2048～
2049

新規整備 4 建設 4 建設 8 8 個別改善
屋根P+外

壁P
4 改善 4 改善

- （仮）まち中C 未定 - 木造 - - - - 新規整備 4 建設 4 建設 4 建設 12 12

西町 西町 ｱｳﾞﾆｰﾙⅠ、Ⅱ 16 耐火
1994～

1999

H6～

H11

2029～

2034

2064～

2069
個別改善

屋上防水+外壁P+ｲ

ﾝﾀｰﾎﾝ+換気
8 改善 8 改善 16 16

B1～B2 8 耐火
1997～

1998

H9～

H10

2032～

2033

2067～

2068
修繕対応 0 8

B3 4 耐火 1999 H11 2034 2069 個別改善
屋上防水+外壁P+ｲ

ﾝﾀｰﾎﾝ
4 改善 4 4

西町２丁目 A1～A2 2 木造 2008 H20 2023 2038 個別改善 屋根P+外壁P 2 改善 2 2 2

耐用

年数

終了

A1～A3 3 木造 2008 H20 2023 2038 個別改善 屋根P+外壁P 3 改善 3 3 3

耐用

年数

終了

B1 1 木造 2013 H25 2028 2043 修繕対応 0 1 個別改善
屋根P+外

壁P
1 改善 1

耐用

年数

終了

第１ 新栄 未定 - 木造 - - - - 新規整備 2 建設 2 建設 2 建設 6 6

A1 1 木造 2013 H25 2028 2043 修繕対応 0 1 個別改善
屋根P+外

壁P
1 改善 1

耐用

年数

終了

未定 - 木造 - - - - 新規整備 ※ ※

A1 1 木造 2013 H25 2028 2043 修繕対応 0 1 個別改善
屋根P+外

壁P
1 改善 1

耐用

年数

終了

未定 - 木造 - - - - 新規整備 ※ ※

市街地 （仮）まち中D 未定 - 木造 - - - - 新規整備 ※ ※

        計 347 369 ※目標管理戸数を368戸と設定しているが、１棟２戸で住棟を供給する町の方針を踏まえ、計画期間後の管理戸数を369戸と設定する。

- 5 木造
1976～

2009

S51～

H21
- - - 5

- 6 木造
2011～

2012

H23～

H24
- - - 6

- 13 簡平
1967～

1990

S42～

H2
- - - 13

- 15 簡平
1971～

1977

S46～

S52
- - - 15

         計 39 39

386 408 ※目標管理戸数を407戸と設定しているが、１棟２戸で住棟を供給する町の方針を踏まえ、計画期間後の管理戸数を408戸と設定する。

修繕対応 0 93

個別改善 UB＋３か所給湯 32

個別改善 屋上防水 125

個別改善 屋根塗装 21

個別改善 外壁塗装 146

個別改善 TVｱﾝﾃﾅ集約化 88

個別改善 換気扇交換 101

個別改善 ｲﾝﾀｰﾎﾝ設置 144

個別改善 共用部LED化　※ 146

建替え 16 16

新規整備 26 26

除却 20 -

管理戸数 - 408

※改善事業にあわせて、共用部のLED化を進める

20472041 2042 2043 2044

H57 H58 H59H56H53 H54 H55

2045 2046

H34 H35 H36

2039 20402033 2034 2035 2036

H51H48 H49 H50H37 H38

2022 2023 2024 2025

H45

2038

H52H40 H41

2026 2027

西町

西町５丁目

南町 南

北町
北

南町 南町１丁目

団地名

特定公共
賃貸住宅

南町 南

地域優良
賃貸住宅

公営住宅

西町

清流東

西８号

公営
住宅等

グループ

東町

公園

H30 H31

2037

H39

計画期間後
の管理戸数

2028 2029 2030 2031 2032

H43 H44 H46 H47H42

住棟

番号
戸数 構造 建設年度

耐用

年数

1/2

0 0 0 0

耐用年

数
2018 2019 2020 2021

H32 H33

町営
住宅

グループ

帰ってこいよ住宅

定住促進住宅

一般住宅

低家賃住宅

公的賃貸住宅　　計

合計

22 15

6

0 0

0 16

0 0 0 00 0 0 0 0 0 0

22 15 15 15 15 23 20 0 0

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 00 0

0 0 0 0 0

0 0 00

0

5

0

8 13 0 6 6 4 4 0

04 0 0

0

0

0 0 0

0 0 0 4 4 4 4

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0

00

0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0

0

390 396 398 396 392 392 396

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 004 0 0

408

判定
方向性

0 0

408 408 408 408 408 408408 408 408 408 408 408400 404

4

0

0

0 0

0

0 0 0

20 8

0

0

408

0 0 0

408 408 408408 408 408 408

0 0

0 0 4

8

8 522 15 15 15 15

88 80

10 31 31 0 0

12 0 0 15 15

0

13 0 6 6 4

23 20 8 8 5

8 8 32 24 0

0 32 24 0

23 20 8

23

0

00 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0 00 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0 00 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

00 0 0 0 0 00 0

0

00 0 0 0 0 0

0000 0 0 0 0

4 4 0

0 0

00 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0

4 4 0

16 0 0

友遊第３

ガーデンコート
キトウシ

第２

8 8

0

15 15 15

2 2 0

16 16 0 0

00 0 0 0 0 0 00 0 0 00

0

0 0 0 0 0

0 0

0

0 0 0 0

0 0 00 0 0 0

8 13 0 6 6

2019年～2021年にかけて

第１、第２、第３地区と市街地の全体で

6戸建設（建設地未定）

※第１、第２、第３地区と

市街地の全体で管理戸数が

6戸増加
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４－５ 重点プロジェクト 
（１）プロジェクト１ “東川スタイル”を創造する総合的な住まいづくり・まちづくりの推進 

大雪山の壮大な自然に抱かれ、美しい田園風景を形成する豊かな環境の中で、東川ならではの多

様なライフスタイルや価値基準が展開する “東川スタイル”の創造を支え、その“東川スタイル”への共

感と波及を生むため、ハード・ソフト両面から総合的な住まいづくりとまちづくりの推進を図ります。 

具体的には、移住・定住・子育て住情報のほか、民間アパート・マンションの空き情報などの情報提供

により、“東川スタイル”に共感する移住者を呼び込む情報発信を図るほか、滞在施設等の確保により、

東川町での多様な暮らし方・過ごし方を支え、交流人口の拡大を図ります。 

また、住宅の受け皿として、宅地分譲を推進するとともに、農業や商工業などの産業後継者や新規開

業者など、産業の活性化と移住・定住の促進に寄与する住環境の整備を図り、“東川スタイル”の創造

を支える住宅・住環境づくりを展開します。 

 

基本施策 3-1 計画的で良質な宅地分譲の推進 

基本施策 3-2 産業後継者向けの支援住宅の整備 

基本施策 3-2 産業の活性化と移住・定住の促進に寄与する住環境の整備 

基本施策 3-2 滞在施設等の確保  

基本施策 3-2 移住・定住・子育て住情報の提供 

基本施策 3-2 民間アパート・マンションの空き情報提供 

 

 

 

（２）プロジェクト２ 美しい風景と地域のブランドを守り育てる高性能な東川風住宅の普及促進 

本町では、これまで東川景観計画や東川風住宅設計指針に基づき、大雪山や田園風景と調和する

住宅・住宅地を形成し、地域のブランドとして住宅・住環境を整備してきました。 

一方で、高齢化社会や低炭素社会など、社会経済環境の変化に対応し、持続可能なまちづくりを進

めていくためには、これまでの風景に調和した住宅・住環境を「つくる」段階から、美しい風景と地域のブ

ランドを「守り育てる」段階へ展開させていくことが求められます。 

具体的には、東川町景観計画の推進と東川風住宅設計指針に基づく美しい住宅、住宅地づくりをベ

ースとしながら、優良な住宅ストック形成に向けた既存住宅のリフォームや改修、地震に強い住宅の建

設・改修、省エネルギー・再生可能エネルギーの活用を促進し、長寿命かつ省エネルギーで環境負荷

を低減する、高性能で質の高い東川風住宅の普及促進を図ります。 

 

基本施策 1-1 東川町景観計画の推進 

基本施策 1-1 東川風住宅設計指針に基づく美しい住宅、住宅地の形成 

基本施策 1-1 東川風住宅設計指針に基づく公的賃貸住宅の整備 

基本施策 1-1 省エネルギー・再生可能エネルギー活用の促進 

基本施策 2-1、3-1、3-2、4-1 優良な住宅ストック形成に向けたリフォーム・改修の支援 

基本施策 4-1 地震に強い住宅の建設・改修促進 
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（３）プロジェクト３ 空き家等も含めた既存住宅ストック活用の推進 

本町では、長期的には人口減少が予測され、将来的には空き家の増加が想定されることから、既存

住宅の不動産流通の活発化を図り、空き家を含めた既存住宅ストックの有効活用を推進します。 

具体的には、既存住宅の流通促進に向けた情報提供により、空き家発生を防止するとともに、民間ア

パート・マンションのリフォーム支援、公的賃貸住宅の改善事業の推進により、既存住宅ストックの有効

活用を図ります。 

また、空家等対策計画の策定を検討し、計画に基づき、危険家屋の除却を進める一方で、既に発生

している空き家の利活用を図ります。 

 

基本施策 4-1 空き家等対策計画の策定・推進 

基本施策 2-1、3-1 空き家対策・利活用の推進 

基本施策 2-1、4-1 既存住宅の流通促進に向けた情報提供 

基本施策 3-1、4-1 民間アパート・マンションのリフォーム支援 

基本施策 4-2 公的賃貸住宅の計画的な改善（長寿命化・居住性向上・安心安全の確保） 
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第５章  計画の実現に向けて 

 

５－１ 基本的な方針 
本計画を推進していくためには、行政のみならず、住民や民間事業者、関係機関が本計画の理念と

目標に向かい、それぞれの役割を果たし、協働することが求められます。 

そこで、計画の実現に向けた基本的な方針として、各主体がそれぞれの役割を果たし、また各主体間

での積極的な連携や情報提供に努めることとします。 

 

 

５－２ 実現に向けた方策 
（１）町民との連携 

町民は、住まいづくりの主体として、住宅や住環境への関心・理解を高めるとともに、次世代に引き継

ぐことのできる質の高い住宅ストックの形成や「東川町景観計画」や「東川風住宅設計指針」などに沿っ

た、豊かな景観の創造に貢献する住宅・住環境づくりに取り組んでいくことが求められます。また、地域自

治振興区を基本単位とした、良好な地域コミュニティづくりへ積極的に参加し、誰もが安心・安全に住み

続けられる地域づくりを図っていくことが必要となります。 

 

（２）民間事業者との連携 

民間事業者は、住宅・住環境の供給主体として、町民が求める住宅・住環境づくりに応えるとともに、

技術力の向上に努め、良質な住宅を供給することが求められます。また、地域の経済・産業を支える主

体として、積極的に地域経済・資源の循環に寄与する住宅・住環境づくりを行っていくことも期待されま

す。 

また、福祉サービスなどを提供する事業者は、高齢者・障がい者などに対する、安心・安全な暮らしを

形成していくため、住宅・住環境施策と連携していくことが求められます。 

 

（３）庁内連携 

行政は、本計画の目標や施策を推進する役目を担っており、町民や民間事業者等が取り組みやすい

環境づくりを支援することが求められます。そのため、担当部局のみならず、福祉や医療、子育て、移住

定住、産業部門など、様々な部門と連携を図り、総合的な施策展開を行っていくこととします。 

 

（４）関係機関との連携 

本計画を推進する上では、国や北海道の各種施策・制度と協力しながら、効果的に進めていくことが

求められます。今後もより一層の連携・協議を進め、総合的な施策展開を図ります。 
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資料編   

 

資料１ 使用した統計資料 
 

調査名 発行機関 本計画で分析した年・年度 

国勢調査 総務省 1970 年（昭和 45 年） 

～2015 年（平成 27 年） 

国勢調査（小地域推計） 総務省 2000 年（平成 12 年） 

～2015 年（平成 27 年） 

日本の地域別将来推計人口 国立社会保障・人口問題研究所 2010 年（平成 22 年） 

～2040 年 

学校基本調査 文部科学省 

 

2007 年度（平成 19 年度） 

～2016 年度（平成 28 年度） 

北海道の学校一覧 北海道教育委員会 2007 年度（平成 19 年度） 

～2016 年度（平成 28 年度） 

地域経済分析システム

(RESAS) 

経済産業省、内閣官房 2012 年（平成 24 年） 

北海道観光入込客数調査 北海道 2006 年度（平成 18 年度） 

 ～2015 年（平成 27 年度） 

建築着工統計調査（年計） 国土交通省 

 

2011 年（平成 23 年） 

 ～2016 年（平成 28 年） 
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資料２ 策定体制 
 

 

第３期東川町住生活基本計画策定委員会設置要綱 
 

 

第１条 第３期東川町住生活基本計画（以下、「基本計画」という。）策定のため、第３期東川町住

生活基本計画策定委員会（以下、「委員会」という。）を設置する。 

 

（策定内容） 

第２条 委員会は、東川町の住宅に関する施策等、既設公共賃貸住宅等ストックの有効活用を図る

た 

め一定期間を対象として、建替、改善等の各種整備内容、計画修繕を含む適切な維持保全につい

て 

の計画を策定する。 

 

（策定委員会の組織） 

第３条 策定委員会は、別紙に掲げる構成員で組織する。 

２ 委員長は副町長（産業・建設担当）があたることとする。 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は基本計画策定終了を持って満了とする。 

 

（作業部会の組織） 

第５条 作業部会は、別紙に掲げる構成員及び事務局で組織する。 

２ 部会長は副町長（産業・建設担当）があたることとする。 

 

（事務局の設置） 

第６条 委員会の円滑な運営のために、事務局を設置する。 

２ 事務局は、別紙に掲げる構成員で組織する。 

 

（会議の招集） 

第７条 委員会は、必要に応じて委員長が召集する。 

 

 

附則 この要綱は平成 29年 5月 18日から施行する。 
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第３期東川町住生活基本計画策定委員会 
委員等名簿 

策定委員会 
所属・役職 氏 名 備 考 

副町長 長原  淳 委 員 長 

学識経験者 小岩 昭市 

都市計画委員 

学識経験者 渡部 順子 

学識経験者 小林 喜一 

学識経験者 津谷 俊弘 

学識経験者 守屋 勝蔵 

学識経験者 能沢 勇人 

学識経験者 畑中 貴樹 

学識経験者 平川 和彦 

学識経験者 宇山夕香里 

学識経験者 長沢 卓哉 
上川総合振興局旭川建設管理部建設行政室建設指導課建築住宅係 協 力 委 員 
 

作業部会 
所属・役職 氏 名 備 考 

副町長 長原  淳 部会長 
企画総務課長 菊地  伸  
企画総務課写真文化首都創生室長 藤井 貴慎  
定住促進課長 高木 雅人  
定住促進課住まい室室長 佐々木正樹  
上川総合振興局旭川建設管理部建設行政室建設指導課建築住宅係 協 力 委 員 
 

作業部会 及び 事務局 
所属・役職 氏 名 備 考 

都市建設課長 中山 善敬 事 務 局 長 

都市建設課主幹 金山 裕之 事務局次長 

都市建設課建設室 阪部 友洋 庶   務 

都市建設課建設室 山下 祥吾 書   記 
 

本計画における委託業者   札幌市厚別区厚別中央 1 条 5 丁目 4 番 1 号 株式会社ドーコン 
所属・役職 氏 名 備 考 

都市・地域事業本部 総合計画部 幅田 雅喜  

都市・地域事業本部 総合計画部 生沼 貴史  

都市・地域事業本部 総合計画部 八柳 有紗  



 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真文化首都 「写真の町」 東川町 
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